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序 文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構か

ら委託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリス

ク評価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対

象化学物質を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを

収集・整備するとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリス

クについてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を

及ぼすことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及

び評価等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害

性情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響に

ついては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影

響については、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書

案を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有

識者によるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価

管理小委員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法

人 産業技術総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表し

ている。 

 
 
なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 1.0」及

び「作成マニュアル Ver. 1.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されてい

る。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 リスク評価 暴露評価 

暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会 
審議・承認 

暴露評価 リスク評価 

レビュー レビュー 

有害性評価 
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要    約 

 

クレゾールには、合成原料、電線ワニス溶剤、消毒液等の用途がある。化学物質排出把握管

理促進法に基づく「平成 13 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出量の集計結果」による

と、クレゾールの届出排出・移動量は、2001 年度１年間に全国で、大気へ 147 トン、公共用水

域へ 19 トン排出され、廃棄物として 480 トン、下水道へ 0.5 トン未満移動している。土壌への

排出はない。届出外排出量として対象業種の届出外事業者からの排出 2 トンが推計されている。 

 

環境中の生物に対する暴露マージンと初期リスク評価: o-クレゾール及び p-クレゾールの河

川水中濃度は、環境省による 2000 年度の水環境関係/要調査項目測定結果によると、河川の利

水目的類型 AA～C の水質基準点における測定値の 95 パーセンタイルはともに 0.015μg/L であ

った。また、m-クレゾールはすべての地点において不検出であり、検出限界の値の 1/2 は 0.015

μg/L であった (検出限界: 0.03μg/L)。そこで、環境中の水生生物に対するリスクを評価する

推定環境濃度 (EEC) として、各異性体の推定環境濃度の合計である 0.045μg/L を採用した。

水生生物に対して最も強い有害性を示すデータとして、甲殻類であるオオミジンコの繁殖に対

する 21 日間 NOEC の 0.52 mg/L を採用した。暴露マージン (MOE) 12,000 は本評価における不

確実係数積 100 より大きいため、現時点ではクレゾールが環境中の水生生物に悪影響を及ぼす

ことはないと判断する。 

 

ヒト健康に対する暴露マージンと初期リスク評価: 大気、飲料水、食物 (魚類) を経由したヒ

トの体重 1 kg あたりの 1 日摂取量を吸入、経口、全経路それぞれの経路で 0.22、0.012、0.23

μg/kg/日と推定した。クレゾールのヒトにおける定量的な健康影響データは得られていないた

め、ヒト健康への影響のリスク評価には長期の動物試験データとして、経口経路でラットに 13

週間経口 (混餌) 投与試験から得られた振戦、昏睡、体重増加抑制、嗜眠、痙攣を指標とした

NOAEL 50 mg/kg/日を採用した。生殖・発生毒性について、ラットを用いた m-クレゾールを経

口投与した試験 (BRRC, 1989a,b,c) で、F1 世代の体重増加抑制を指標とした LOAEL は 30 

mg/kg/日であった。クレゾールの経口及び全経路の MOE 4,200,000、220,000 はいずれもヒト健

康に対する評価に用いた毒性試験結果の不確実係数積 500 より大きく、生殖・発生毒性 (全経

路) の MOE 130,000 も、不確実係数積 1,000 より大きい。これらの結果から、現時点ではヒト

健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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1．化学物質の同定情報 
化学物質排出把握管理促進法におけるクレゾールは、クレゾールの異性体混合物及び各異性

体の総称として用いられている。 

本評価書では、特に断りがない限り、クレゾールとはクレゾールの異性体混合物及び各異性

体の総称を指す。クレゾールの異性体混合物又は個々の異性体を指す場合には、その都度明記

する。 

1.1 物質名  : クレゾール 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号  : 3-499 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-67 

1.4 CAS登録番号  : 1319-77-3 (異性体混合物) 
注：メチル基の位置の違いにより 3 種の異性
体が存在し、それぞれ CAS登録番号が異
なる。  
95-48-7 (o-体)      
108-39-4 (m-体) 
106-44-5 (p-体) 

1.5 構造式    
OH

CH3

 

 

1.6 分子式  : C7 H8O 

1.7 分子量  : 108.14 
 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 

 メチルフェノール、ヒドロキシトルエン、クレゾール酸 

 

2.2 純 度 

95%程度～99% (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2005) 

注：一般的な製品中の各異性体の割合は、製品の用途により大きく異なる。(化学物質評価研究機構, 2005)  

  

2.3 不純物  

キシレノール、エチルフェノール、フェノール  (一般的な製品)  

       (化学物質評価研究機構, 2002) 
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2.4 添加剤又は安定剤 

 シュウ酸、クエン酸 (一般的な製品)   (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.5 現在の我が国における法規制 

化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第三石油類 (m-体) 

    指定可燃物可燃性固体 (o-体、p-体) 

毒劇物取締法：劇物 

薬事法：化粧品の種類により配合の制限のある成分 0.010重量% 

 (粘膜に使用されることがない化粧品の場合。粘膜に使用されることがある化粧品の場合は使 

用禁止) 

労働基準法：疾病化学物質 

労働安全衛生法：名称等を表示すべき有害物  (含有量が 5 重量%以下のものを除く)、名称

等を通知すべき有害物、第二種有機溶剤、腐食性液体  (含有量が 5 重量%

以下のものを除く)、作業環境評価基準 管理濃度 5ppm 

下水道法：水質基準 5 mg/L (フェノール類として) 

水質汚濁防止法：排水基準 5 mg/L (フェノール類として) 

海洋汚染防止法：有害液体物質 A類 (ばら積み輸送)、海洋汚染物質 P 類 (個品輸送) 

船舶安全法：毒物類 

航空法：毒物 

港則法：毒物類 

 

 

3．物理化学的性状  

外 観:無色～淡黄色液体  (異性体混合物)   (Merck, 2001) 

融 点: 30℃  (o-体)      (Merck, 2001) 

       11～12℃  (m-体)      (Merck, 2001) 

       35.5℃ (p-体)      (Merck, 2001) 

沸 点: 191～192℃  (o-体)      (Merck, 2001) 

202℃  (m-体)      (Merck, 2001) 

201.8℃ (p-体)     (Merck, 2001) 

引 火 点: 81℃  (密閉式、o-体)    (IPCS, 2000) 

86℃  (密閉式、m-体)     (IPCS, 1999) 

      86℃  (密閉式、p-体)     (IPCS, 2000) 

発 火 点: 599℃  (o-体)      (IPCS, 2000) 

626℃  (m-体)      (IPCS, 1999) 

      559℃  (p-体)     (IPCS, 2000) 

爆 発 限 界: 1.4 vol% (下限界、o-体)     (IPCS, 2000) 

1.1 vol% (下限界、m-体)     (IPCS, 1999) 
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      1.1 vol% (下限界、150℃、p-体)    (IPCS, 2000) 

比   重: 1.047 (20℃/4℃、o-体)     (Merck, 2001) 

       1.034 (20℃/4℃、m-体)     (Merck, 2001) 

      1.0341 (20℃/4℃、p-体)     (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度: 3.73 (空気＝1、計算値) 

蒸 気 圧: 33 Pa (25℃) (o-体)      (IPCS, 2000) 

13 Pa (20℃) (m-体)      (IPCS, 1999) 

      15 Pa (25℃) (p-体)      (IPCS, 2000) 

分 配 係 数: log Kow＝1.95 (o-体、測定値)、2.06 (o-体、推定値) 

1.96 (m-体、測定値)、2.06 (m-体、推定値) 

1.94 (p-体、測定値)、2.06 (p-体、推定値)  (SRC: KowWin, 2003) 

解 離 定 数: pKa＝10.3 (o-体、p-体、25℃、測定値) 

10.1 (m-体、25℃、測定値)    (SRC: PhysProp, 2002) 

スペクトル:主要マススペクトルフラグメント 

m/z 108 (基準ピーク＝1.0)、107 (0.67)、79 (0.25) (o-体) 

m/z 108 (基準ピーク＝1.0)、107 (0.95)、79 (0.35) (m -体) 

m/z 107 (基準ピーク＝1.0)、108 (0.88)、77 (0.21) (p-体) (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性:土壌吸着係数 Koc＝443 (o-体、推定値)、434 (m-体、p-体、推定値) 

        (SRC: PcKocWin, 2003) 

溶 解 性:水：25 g/L (o-体、25℃)     (IPCS, 2000) 

24 g/L (m-体、20℃)     (IPCS, 1999) 

19 g/L (p-体、25℃)     (IPCS, 2000) 

      アルコール、ベンゼン、エーテルなどの有機溶媒：混和 (Merck, 2001) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：0.122 Pa･m3/mol (1.20×10-6 atm･m3/mol) (o-体、25℃、測定値) 

      8.67×10 -2 Pa･m3/mol (8.56×10-7 atm･m3/mol ) (m-体、25℃、測定値) 

0.101 Pa･m3/mol (1.00×10-6 atm･m3/mol) (p-体、25℃、測定値) 

(SRC: HenryWin, 2003) 

換 算 係 数:(気相、20℃) 1 ppm＝4.50 mg/m3、1 mg/m3＝0.222 ppm (計算値) 

そ の 他：光及び空気との接触により褐色となる   (後藤ら, 1994) 

 

 

4．発生源情報  

4.1 製造・輸入量等  

クレゾールの 2001年度の製造・輸入量は 10,000～100,000 トンの範囲となっている (経済産

業省, 2003)。 

また、別途に調査したところ、1998年から 2002 年までの 5年間の製造量、輸入量等は表 4-1

の通りであった (財務省, 2004; 製品評価技術基盤機構, 2004)。 
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表 4-1 クレゾールの製造・輸入量等 (トン) 

年 1998 1999 2000 2001 2002 

製造量 48,000 51,000 49,000 45,000 47,000 

輸入量 5,000 4,000 5,000 4,000 3,000 

輸出量 18,000 22,000 21,000 19,000 23,000 

国内供給量 35,000 33,000 33,000 30,000 27,000 

(製造量: 製品評価技術基盤機構, 2004、輸出入量 : 財務省 , 2004) 

 

 

4.2 用途情報  

クレゾールの用途及びその使用割合を表 4-2に示す (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

主な用途として合成原料 (エポキシ樹脂原料、農薬原料、酸化防止剤原料、可塑剤 (リン酸ト

リクレジル等) 原料、フェノール樹脂原料) に使用されており、その他の用途として電線ワニ

ス溶剤、消毒液等に使用されている。 

 

表 4-2 クレゾールの用途別使用量の割合 
用途 割合(%) 

ｴﾎﾟｷｼ樹脂原料 30 
電線ﾜﾆｽ溶剤 20 
農薬原料 
酸化防止剤原料 

20 

可塑剤(ﾘﾝ酸ﾄﾘｸﾚｼﾞﾙ等)原料  10 
ﾌｪﾉｰﾙ樹脂原料 10 
消毒液他 10 
合計 100 
(製品評価技術基盤機構, 2004) 

 

 

4.3 排出源情報  

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 13年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2003a) (以下、「2001 年度 PRTRデータ」という。) によ

ると、クレゾールは 1年間に全国合計で届出事業者から大気へ 147トン、公共用水域へ 19 トン

排出され、廃棄物として 480トン、下水道へ 0.5トン未満移動している。土壌への排出はない。

また届出外排出量としては対象業種の届出外事業者から 2トン排出されたと推計されている。

非対象業種、家庭、移動体からの排出量は推計されていない。 

  

a. 届出対象業種からの排出量と移動量  

2001年度 PRTRデータに基づき、クレゾールの対象業種別の環境 (大気、公共用水域、土壌)  

への排出量と移動量を表 4-3に整理した。その際、経済産業省及び環境省による届出外事業者

からの排出量推定値は環境媒体別とはなっていないため、業種ごとの大気、公共用水域、土壌

への配分は届出データと同じ配分と仮定し、媒体別の排出量を推計した。 
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表 4-3 クレゾールの届出対象業種別の環境媒体への排出量等  (トン/年) 
届出 届出外 

排出量 移動量 排出量(推計)1) 
届出と届出外の 
排出量合計 

業種名 
大気 
公共用
水域 

土壌 下水道 廃棄物 大気 
公共用
水域 

土壌 排出計 
割合
(%) 

非鉄金属製造業 135 0 0 0 136 ＜0.5 0 0 135 80 

化学工業 6  19  0  ＜0.5 326  － － － 25 15 

プラスチック 
製品製造業 

6 0 0 0 2 ＜0.5 0 0 6 3 

その他 2) ＜0.5 ＜0.5 0 0 16 2 ＜0.5 0 3 2 

合計 147 19 0 ＜0.5 480 2 ＜0.5 0 168 100 

(製品評価技術基盤機構, 2004) 
1) 大気、公共用水域、土壌への配分を届出データと同じ配分と仮定し、推計した。 
2)「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
0.5トン未満の排出量はすべて「＜0.5」と表記した。 
－: 推計されていない。 

 

 

なお、クレゾールの製造量及びその製造段階での排出原単位 (日本化学工業協会, 2002a) か

らクレゾール製造段階における排出量は、大気へ 1トンと推定される (製品評価技術基盤機構,  

2004)。したがって、2001 年度 PRTR データに基づく届出対象業種からのクレゾールの排出量

のほとんどは、製造段階ではなく、使用する段階での排出と考えられる。 

 

b. 非対象業種、家庭及び移動体からの排出量  

クレゾールの非対象業種、家庭及び移動体からの排出量は推計対象となっていない (経済産

業省, 環境省, 2003b)。 

 

4.3.2 その他の排出源  

その他の排出源として、フェノール樹脂容器が考えられ、試料表面積 1 cm2あたり 2 mLの水

で抽出した実験において 20検体で o-クレゾールが 0.08～1.64 ng/cm2、m-クレゾール及び p-ク

レゾールが合計で 0.12～49.2 ng/cm2 溶出したという報告がある (小川ら, 2001)。 

 

4.4 排出経路の推定 

クレゾールは、主に合成原料として使用されているという用途情報及び 2001年度 PRTRデー

タ等から判断して、主たる排出経路は、クレゾールあるいはクレゾールを含む製品を使用する

段階からの排出と考えられる。フェノール樹脂容器からの溶出については、詳細なデータが得

られていないため、排出量としては考慮しない。 

クレゾールの放出シナリオとして、1年間に全国で、大気へ 149トン、公共用水域へ 19トン

排出されると推定した。ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各

処理施設における処理後の環境への排出を考慮していない。 
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5．環境中運命  

5.1 大気中での安定性 

a. OHラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、クレゾールと OHラジカルとの反応速度定数が 4.2×10 -11 cm3/分子/秒 (o-

体、25℃、測定値)、6.4×10-11 cm3/分子/秒 (m-体、25℃、測定値)、4.7×10-12  cm3/分子/秒  (p-体、

25℃、測定値)  である (SRC: AopWin, 2003)。OHラジカル濃度を 5×105～1×106 分子/cm3とし

た時の半減期は 5～9時間 (o-体)、3～6時間  (m-体)、4～8時間  (p-体) と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

対流圏大気中では、クレゾールとオゾンとの反応速度定数が 2.55×10 -19 cm3/分子/秒  (o-体、

25℃、推定値)、6.0×10-19 cm3/分子/秒  (m-体、25℃、推定値) 及び 4.71×10-19 cm3/分子/秒  (p-

体、25℃、推定値)  である (SRC: AopWin, 2003)。オゾン濃度を 7×1011 分子/cm3とした時の半

減期は 1か月  (o-体)、0.6か月 (m-体) 及び 0.8か月  (p-体)  と計算される。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性  

対流圏大気中では、クレゾールと硝酸ラジカルとの反応速度定数が 2.0×10 -11 cm3/分子/秒 (o-

体、p-体、25℃、測定値) 及び 1.2×10-11 cm3/分子/秒 (m-体、25℃、測定値) である (SRC: AopWin,  

2003)。硝酸ラジカル濃度を 2.4×108～2.4×109 分子/cm3 (10～100 ppt) とした時の半減期は 0.2

～2分 (o-体、p-体) 及び 0.4～4分 (m-体) と計算される。 

 

5.2 水中での安定性  

5.2.1 非生物的分解性  

クレゾールには加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解されない。 

 

5.2.2 生分解性 

クレゾールは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質濃度 100 

mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 2 週間の条件において、生物化学的酸素消費量 (BOD) 

測定での分解率は 50%であるが、全有機炭素 (TOC)  測定での分解率が 69%、ガスクロマトグラ

フ (GC)  測定での分解率が 71%であり、良分解性と判定されている  (通商産業省, 1976)。なお、

試験には o-、m-、p-体の混合物を用いた。 

クレゾールは、種々の好気的条件でのスクリーニング試験で容易に生分解することが報告さ

れている (Pfaender and Bartholomew, 1982; Rogers et al., 1984; Sasaki, 1978; Smith et al., 1978)。ま

た、3 種の異性体の河川水中 20℃及び 4℃での完全除去のための時間を比較した報告があり、

20℃及び 4℃における除去期間は、o-及び m-体では 2 及び 7日であったが、p-体では 6 及び 19

日であったとしている  (Ludzak, F. and Ettinger, M.B., 1960)。 

嫌気的条件下の生分解性に関する報告があり、下水処理場の消化汚泥由来の微生物を用いた

試験で、m-及び p-体では 8 週間以内に完全に無機化 (二酸化炭素と水への分解) されたが、o-

体ではその間無機化されなかったとしている。また、嫌気的な湖沼の沈殿物由来の微生物を用

いた培養試験で、3種の異性体全てが無機化されなかったとしている (Horowitz et al., 1982)。 
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その他、クレゾールの生分解性に関する総説があり、未馴化の微生物を用いた分解半減期は、

好気的条件下では 1時間～29日、嫌気的条件下では 10日～49日  (Howard et al., 1991) とされて

いる。 

以上のことから、クレゾールは好気的な条件下では生分解されやすく、馴化などの条件が調

えば嫌気的な条件下でも生分解されると推定される。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、クレゾールの下水処理による除去に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境水中での動態 

クレゾールの蒸気圧は 13 Pa (m-体、20℃)、水に対する溶解度は 24 g/L (m-体、20℃)であり、

ヘンリー定数は 8.67×10 -2 Pa･m3/mol (m-体、25℃) であるので  (3.参照)、水中から大気への揮散

は小さいと推定される。モデル河川 (水深 1 m、流速 1 m/秒、風速 3 m/秒) 及びモデル湖水 (水

深 1 m、流速 0.05 m/秒、風速 0.5 m/秒) におけるヘンリー定数に基づく水面からの揮散の半減

期は、それぞれ 31～54日及び 235～3945日と推算されており、水面からの揮散が消失の主な経

路ではないと推定されるとの報告がある  (Leuenberger et al., 1985; Lyman et al., 1982)。 

クレゾールの非解離状態での土壌吸着係数 Koc の値は 440程度 (3.参照) であること、一般的

な環境水中では殆どが非解離で存在すると考えられる  (解離定数 pKa  は 10程度、3.参照)  こと

から、懸濁物質及び底質汚泥に吸着されると推定される。 

以上のこと及び 5.2の結果より、環境水中にクレゾールが排出された場合は、好気的な条件

下では生分解され、嫌気的な条件下でも馴化などの条件が調えば生分解されると推定され、揮

発による除去は小さいと推定される。クレゾールは、自然の水環境では生分解が消失の主な経

路と考えられるとの報告もある (Smith et al., 1978)。 

 

5.4 生物濃縮性  

クレゾールの生物濃縮係数 (BCF) の測定値は、m-体についてコイ科の一種 (Leuciscus idus)

及びゼブラフィッシュでそれぞれ 20及び 11が報告されており (Shiu et al., 1994)、水生生物へ

の生物濃縮性は低いと推定される。 

なお、クレゾール異性体のオクタノール/水分配係数 (log Kow) は 1.94～1.96であり、生物濃

縮係数 (BCF) はいずれも 18と推定されている (Lyman et al., 1982)。 

 

 

6．暴露評価 

本評価書では「クレゾール」という用語はクレゾール異性体単独及び異性体混合物の総称と

して用いている (1.参照)。一方、環境省等で実施されている環境調査ではクレゾール異性体ご

との測定値が報告されている。そこで、測定値から環境中濃度や摂取量を推定する場合、異性

体ごとに推定環境中濃度を求め、その合計を用いて、クレゾールの推定環境中濃度及び推定摂

取量を求めることにした。 
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6.1 環境中分布予測  

クレゾールが、大気、水域又は土壌のいずれかに定常的に放出されて、定常状態に到達した

状態での環境中での分布をフガシティモデル・レベル III (Mackay et al., 1992) によって予測し

た (表 6-1)。変動要因として、物理化学的性質及び環境中での移動、分解速度を考慮し、環境

因子は関東地域 100 km×100 km を設定して大気の高さ 1,000 m、土壌表面積比率 80%、土壌中

平均分布の深さ 20 cm、水圏表面積 20%、平均水深 10 m、底質層平均深さ 5 cmとした。環境

への放出は、大気、水域及び土壌の各々に個別に放出される 3 つのシナリオを設定した (化学

物質評価研究機構, 2001)。 

クレゾールは、大気に放出された場合は、大気、水域及び土壌に分布、水域に放出された場

合は主として水域に分布、また、土壌に放出された場合は、主として土壌に分布するものと予

測される。 

 
表 6-1 クレゾールのフガシティモデル・レベルIIIによる環境分布予測結果  

分布(%) 
シナリオ 

大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%放出) 

34.1 27.3 38.4 0.2 

シナリオ 2 
(水域中に 100%放出) 

0.0 99.2 0.0 0.8 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%放出) 

0.0 6.9 93.0 0.1 

(化学物質評価研究機構, 2001) 

 

 
6.2 環境中濃度  

6.2.1 環境中濃度の測定結果  

a. 大気中の濃度 

調査した範囲において、クレゾールの大気中濃度に関する測定結果は入手できなかった。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

o-クレゾール、m-クレゾール及び p-クレゾールの河川中濃度に関する環境庁による 2000年度

における河川、湖沼、海域及び地下水中の濃度の測定結果を表 6-2、表 6-3、表 6-4に整理し

た (環境省, 2001)。 
 

表 6-2  o-クレゾールの公共用水域中濃度 

水域 
検出地点数/
調査地点数 

算術平均 
(μg/L) 

幾何平均 
(μg/L) 

最大値 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 
(μg/L) 

河川及び湖沼 1/65 0.018  0.016  0.21  0.015  
AA-C 1/44 0.019  0.016  0.21  0.015  

河川 
D, E, 無指定 0/15     
海域 0/11     
地下水 0/15     

(環境省 , 2001) 
検出限界: 0.03μg/L 
不検出地点は検出限界の 1/2の値として幾何平均及び 95パーセンタイルを算出。 
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表 6-3  m-クレゾールの公共用水域中濃度  

水域 
検出地点数/
調査地点数 

算術平均 
(μg/L) 

幾何平均 
(μg/L) 

最大値 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 
(μg/L) 

河川及び湖沼 0/65      
AA-C 0/44         

河川 
D, E, 無指定 0/15     
海域 0/11     
地下水 0/15     

(環境省 , 2001) 
検出限界: 0.03μg/L 

 

 

表 6-4 p-クレゾールの公共用水域中濃度    

水域 
検出地点数/
調査地点数 

算術平均 
(μg/L) 

幾何平均 
(μg/L) 

最大値 
(μg/L) 

95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ 
(μg/L) 

河川及び湖沼 1/65 0.015  0.015  0.04  0.015  
AA-C 1/44 0.0156  0.0153  0.04  0.015  

河川 
D, E, 無指定 0/15        
海域 2/11 0.019  0.017  0.04  0.035  
地下水 1/15 0.0540  0.0192  0.60  0.190  

(環境省 , 2001) 
検出限界: 0.03μg/L 
不検出地点は検出限界の 1/2の値として幾何平均及び 95パーセンタイルを算出。 

 

 

o-クレゾール及び m-クレゾールは 1977 年度に環境庁による化学物質環境調査が行われてお

り、測定した各々9 検体のすべての河川水から不検出であった (検出限界 : 0.2～10μg/L)。ま

た同年の底質 (検出限界 : 0.02～0.1μg/g-dry) 各々9 検体においても不検出であった (環境庁,  

1978)。 

一方、p-クレゾールは 1977 年及び 1996 年に同調査が行われており、その測定結果を表 6-5

に整理する (環境庁, 1978, 1997)。 

 

表 6-5 p-クレゾールの水質及び底質中の濃度 
水質 

調査年度 検出数/ 
検体数 

検出地点数/ 
調査地点数 

検出範囲 
(μg/L) 

検出限界 
(μg/L) 

1977 0/9  0/3 nd 0.2-10 
1996 1/33  1/11 0.67 0.4 

 
底質 

調査年度 検出数/ 
検体数 

検出地点数/ 
調査地点数 

検出範囲 
(μg/g-dry) 

検出限界 
(μg/g-dry) 

1977 3/9 1/3 nd-0.03 0.02-0.1 
1996 9/27 3/9 nd-1.23 0.028 

(環境庁 , 1978, 1997) 
nd: 不検出 
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c. 水道水中の濃度 

調査した範囲において、クレゾールの水道水中の濃度に関する測定結果は入手できなかった。 

なお、クレゾールを含むフェノール類は水道法に基づき、水質基準 (健康に関連する項目) が

0.005 mg/L (5μg/L) 以下に定められている。日本水道協会の調査では、測定したすべての浄水

場でのフェノール類の濃度は 5μg/L以下であった (日本水道協会, 2002)。 

 

d. 食物中の濃度 

調査した範囲において、クレゾールの食物中の濃度に関する測定結果は入手できなかった。 

 

6.2.2 環境中濃度の推定 

a. メッシュ毎の排出量の推計 

濃度推定に必要な大気、公共用水域及び土壌の各環境媒体のメッシュ毎の排出量を、化学物

質排出把握管理促進法に基づく「平成 13 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出量の集計

結果」 (経済産業省, 環境省, 2003a) (以下、「2001 年度 PRTRデータ」という。)  をもとに、推

定する。 

届出排出量については、事業所毎の排出量、事業所の所在地の情報をもとに、メッシュ毎に

割り振った (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

届出外排出量については、対象業種届出外事業者からの排出量が推計されており、その排出

量を対象業種の全事業所数から届出事業所数を引いた事業所数をもとにメッシュ毎に割り振る

とともに、環境媒体別の排出量を届出排出量の環境媒体別排出割合を用いて推定した (製品評

価技術基盤機構, 2004)。 

2001年度 PRTRデータより推定したクレゾールの全国における排出先媒体別排出量を表 6-6

に示す。 

 

表 6-6 クレゾールの全国における排出先媒体別排出量 (トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

届出 147 19 0 

対象業種届出外 1) 2 0 0 

合計 149 19 0 

(製品評価技術基盤機構,  2004) 
1) 大気、公共用水域、土壌の排出量は、届出排出量の排出割合と同じと仮定し、推定した。 

 

 

b. 大気中濃度の推定 

6.2.2 aの方法で推定したメッシュ毎の大気への排出量、物理化学的性状及び2001年の気象デ

ータをもとに、AIST-ADMER Ver. 1.0 (産業技術総合研究所, 2003; 東野ら, 2003) を用いて、5 km

メッシュ毎の年間平均の大気中濃度を推定する。推定する大気中濃度は、全国各地域 (北海道、

東北、北陸、関東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) のうち、大気への排出密度 (2001

年度PRTRデータから求めた地域別の大気への排出量 / 当該地域面積) が最も高い地域の濃度

とする。 
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クレゾールの地域別の大気への排出量及びその排出密度を表 6-7に示した。クレゾールは、

東海地域における大気への排出密度が最も大きいため、この地域における大気中濃度を推定し

た。 

推定の結果、東海地域における大気中濃度の最大値は0.57μg/m3であった (製品評価技術基盤

機構, 2004)。 

 
表 6-7 クレゾールの地域別大気への排出量及び排出密度  

地域名 
大気への排出量 
合計(トン/年) 

地域面積 
(km2) 

大気への排出密度 
(トン/km2/年) 

排出密度 
順位 

北海道 0.0327 83,500 0.000000392 11 
東北 0.325 64,000 0.00000508 8 
北陸 14.1 17,900 0.000788 3 
関東 23.3 32,100 0.000726 4 
中部 28.3 21,000 0.00135 2 
東海 63.5 28,400 0.00224 1 
近畿 17.8 27,200 0.000654 5 
中国 0.498 31,800 0.0000157 7 
四国 0.0701 18,800 0.00000373 10 
九州 0.775 39,900 0.0000194 6 
沖縄 0.00972 2,270 0.00000428 9 

全国 149 378,0001) 0.000394  
(製品評価技術基盤機構,  2004) 
1) 全国の面積には都県にまたがる境界未定地域を含む。 
太字は大気中濃度を推定した地域を示す。 

 

 

c. 河川水中濃度の推定 

クレゾールの2001年度PRTRデータから、全国における水域への排出量19トン/年のうち、河

川への排出量は0.42トン/年と届けられている。 

ここでは、河川への排出量が最も多い事業所に着目し、その排出先である河川水中濃度を推

定する。推定には PRTR 対象物質簡易評価システム (日本化学工業協会, 2002b) を使用し、対

象化学物質の上記事業所における公共用水域への届出排出量、物理化学的性状及び対象河川の

流量データを用いた。 

推定の結果、クレゾールの河川水中濃度は 0.72μg/Lであった (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

 

6.3 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息する環境の推定環境濃度 (EEC) を、6.2.1 b及び 6.2.2 cの公共用水域中の濃

度から求める。 

PRTR対象物質簡易評価システムを用いて河川水中濃度を推定した結果、0.72μg/Lであるが、

クレゾールの公共用水域中の濃度としては、環境庁による 2000年度の調査結果 (環境省, 2001) 

があり、河川 (AA～C水質基準点) における o-クレゾール及び p-クレゾールの 95パーセンタ

イルはともに 0.015μg/L であった。m-クレゾール (不検出) については、検出限界の 1/2 の値

である 0.015μg/L を河川水中濃度として代用した。 

本評価書では河川水中濃度の測定結果が適切であると判断し、環境庁の 2000年度の測定結果
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を用いた。クレゾールの EEC として、各異性体の推定環境濃度の合計である 0.045μg/L を採

用した。 

 

6.4 ヒトへの暴露シナリオ  

6.4.1 環境経由の暴露 

クレゾールの環境経由のヒトへの暴露経路は、主として呼吸からの吸入暴露と飲料水及び食

物からの経口暴露が考えられる。食物中の濃度に関する測定結果は入手できなかったため、こ

こでは食物として魚類のみを考慮する。 

 

6.4.2 消費者製品経由の暴露 

入手した用途情報から、フェノール樹脂容器からの暴露が考えられるが、詳細なデータが入

手出来なかったため、本初期リスク評価書においては、考慮しない。 

 

6.5 推定摂取量  

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の空気吸入量を 20 m3/人/日、飲料

水摂水量を 2 L/人/日、魚介類摂食量を 120 g/人/日とした。 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 

クレゾールの大気中濃度に関して、測定結果は入手できなかったため、AIST-ADMER モデル

を用いた大気推定濃度の最大値である 0.57μg/m3を大気中濃度として採用した。 

飲料水としてクレゾールを含む水道水を摂取するものとし、水道水中の濃度として日本水道

協会の調査結果があるが、フェノール類の濃度であるため採用しない。 

飲料水として井戸水を摂取するものとし、井戸水中の濃度として環境庁による 2000年度にお

ける地下水の濃度を採用した (表 6-2～6-4参照)。o-クレゾール、m-クレゾール (いずれも不検

出) の河川水中濃度としては、検出限界の 1/2 の値 0.015μg/L を採用し、p-クレゾールの 95パ

ーセンタイルは 0.190μg/L であるため、各異性体の推定濃度の合計である 0.22μg/L をクレゾ

ールの推定濃度とした。 

魚体内濃度は、測定結果を入手できなかったため、海域 (内湾) に生息する魚類の体内に濃

縮されると考える。内湾の濃度として、環境庁による 2000 年度における海域の濃度を採用した。

o-クレゾール、m-クレゾール (いずれも不検出) の海域中濃度としては、検出限界の 1/2 の値

0.015μg/Lを採用し、p-クレゾールの 95パーセンタイルは 0.035μg/L であるため、各異性体の

推定濃度の合計である 0.065μg/L をクレゾールの推定濃度とした。また、生物濃縮係数として

はクレゾール混合物の値である 18 を用いた (5.4参照)。 

これらの仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量 ：0.57 (μg/m3)×20 (m3/人/日)＝11 (μg/人/日) 

飲料水からの摂取量：0.22 (μg/L)×2 (L/人/日)＝0.44 (μg/人/日) 

魚類からの摂取量 ：0.065 (μg/L)×18 (L/kg)×0.12 (kg/人/日)＝0.14 (μg/人/日) 

 
成人の体重を平均 50kg と仮定して、体重あたりの摂取量を求めると次のようになる。 
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    吸入摂取量：11 (μg/人/日) / 50 (kg/人)＝0.22 (μg/kg/日) 

経口摂取量：(0.44＋0.14) (μg/人/日) /50 (kg/人)＝0.012 (μg/kg/日) 

合計摂取量：0.22＋0.012＝0.23 (μg/kg/日) 

 

 

7．環境中の生物への影響 

調査の対象は、o-クレゾール、m-クレゾール、p-クレゾールの各異性体及び異性体混合物あ

るいは組成が特定できないクレゾールとした。 

 

7.1 水生生物に対する影響 

7.1.1 微生物に対する毒性 

クレゾールの微生物に対する毒性試験結果を表 7-1に示す。 

クレゾール各異性体及び混合物の細菌や原生動物に対する毒性が報告されている。細菌では、

クレゾール各異性体の海洋性発光細菌 (Photobacterium 属) に対する発光阻害の 5～15 分間

EC50は 15.3 mg/L (o-クレゾール)、11.1 mg/L (m-クレゾール) 及び 13.0 mg/L (p-クレゾール) で

あった (Kaiser and Palabrica, 1991)。原生動物では、各異性体の繊毛虫類 (Tetrahymena pyriformis)  

に対する増殖阻害の 48時間 EC50は 213 mg/L (o-クレゾール)、121 mg/L (m-クレゾール) 及び 157 

mg/L (p-クレゾール) であった (Schultz et al., 1996)。 

 

表 7-1 クレゾールの微生物に対する毒性試験結果  
生物種 温度 

(℃) 
エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

o-クレゾール  
細菌 
Microcystis aeruginosa 
(藍色細菌) 

27 8日間毒性閾値 1) 増殖阻害 6.8 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1976 

Pseudomonas putida 
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

25 16時間毒性閾値 1)  
 

増殖阻害 
 

33 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1976, 
1977a 

Photobacterium 
phosphoreum 
(海洋性発光細菌) 

15 15分間 EC50 発光阻害 15.3 
(n) 

Kaiser &  
Palabrica, 
1991 

原生動物 
Entosiphon sulcatum 
(鞭毛虫類) 

25 72時間毒性閾値 2)  増殖阻害 17 
(n) 

Bringmann, 
1978 

Uronema parduczi 
(繊毛虫類) 

25 20時間毒性閾値 2)  増殖阻害 31 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Chilomonas 
paramaecium 
(鞭毛虫類) 

20 48時間毒性閾値 2)  増殖阻害 
 

132 
(n) 

Bringmann et 
al., 1980 

Tetrahymena pyriformis 
(繊毛虫類) 

27 48時間 EC50 増殖阻害 213 
(n) 

Schultz et al.,  
1996 

m-クレゾール 
細菌 
Microcystis aeruginosa 
(藍色細菌) 

27 8日間毒性閾値 1) 増殖阻害 13 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1976 

Pseudomonas putida 
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

25 16時間毒性閾値 1)  
 

増殖阻害 
 

53 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1976, 
1977a 
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生物種 温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

Photobacterium 
phosphoreum 
(海洋性発光細菌) 

15 5分間 EC50 発光阻害 11.1 
(n) 

Kaiser &  
Palabrica, 
1991 

原生動物 
Entosiphon sulcatum 
(鞭毛虫類) 

25 72時間毒性閾値 2)  増殖阻害 31 
(n) 

Bringmann, 
1978 

Uronema parduczi 
(繊毛虫類) 

25 20時間毒性閾値 2)  増殖阻害 62 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1980 

Chilomonas 
paramaecium 
(鞭毛虫類) 

20 48時間毒性閾値 2)  増殖阻害 
 

114 
(n) 

Bringmann et 
al., 1980 

Tetrahymena pyriformis 
(繊毛虫類) 

27 48時間 EC50 増殖阻害 121 
(n) 

Schultz et al.,  
1996 

p-クレゾール  
細菌 
Photobacterium 
phosphoreum 
(海洋性発光細菌) 

15 5分間 EC50 発光阻害 13.0 
(n) 

Kaiser &  
Palabrica, 
1991 

Tetrahymena pyriformis 
(繊毛虫類) 

27 48時間 EC50 増殖阻害 157 
(n) 

Schultz et al.,  
1996  

(n): 設定濃度 
1) 対照区と比較して 3%の影響を与える濃度 (EC3)、2) 対照区と比較して 5%の影響を与える
濃度 (EC5) 

 

 

7.1.2 藻類に対する毒性 

クレゾールの藻類に対する毒性試験結果を表 7-2に示す。 

淡水種では、緑藻のセレナストラム、セネデスムス及びクロレラを用いた生長阻害について

報告されている。セレナストラムに対する EC50は、o-クレゾールでは 65 mg/L (Slooff et al., 1983)、

p-クレゾールでは 23.0 mg/L (バイオマス) 及び 47.5 mg/L (生長速度) であった (環境庁, 1998a)。

クレゾールでは 137 mg/L (Gaur, 1988) であった。セネデスムスに対する 48時間 EC50は、p-ク

レゾールでは 7.8 mg/L (バイオマス) 及び 21 mg/L (生長速度) であった (Kuhn and Pattard, 1990)。

また、毒性試験の結果は、各異性体のうちp-クレゾールで最も影響を受けやすい傾向を示した。 

長期毒性とみなされる生長阻害に関する NOEC (EC10も含む) については、OECD テストガイ

ドラインに準じた p-クレゾールのセレナストラムに対する試験報告があり、9.5 mg/L (72 時間

バイオマス及び生長速度) であった (環境庁, 1998a)。また、同じ p-クレゾールのセネデスムス

に対する 48 時間 EC10は、2.3 mg/L (バイオマス) 及び 4.6 mg/L (生長速度) であった (Kuhn and 

Pattard, 1990)。クレゾールのクロレラに対する 72時間 NOECは 100 mg/Lであった (Huang and 

Gloyna, 1968)。 

調査した範囲内では、クレゾールの海産種に関する試験報告は得られていない。 
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表 7-2 クレゾールの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/ 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

o-クレゾール 淡水  

Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 26 96時間 EC50 生長阻害 
 

65 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 

Scenedesmus 
quadriccauda 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8日間毒性閾値 2)  生長阻害 11 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1977a 

Scenedesmus 
pannonicus 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 25 48時間 NOEC 生長阻害 
 

36 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 

m-クレゾール 淡水  
Scenedesmus 
quadriccauda 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 
閉鎖系 

27 8日間毒性閾値 2)  生長阻害 15 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1977a 

p-クレゾール 淡水  
Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

OECD 
201 
GLP 
止水 

22.1- 
22.8 

 
72時間 EC50 

24-48 時間 EC50 

24-72 時間 EC50 

0-72時間 EC50
3)

 

72時間 NOEC 
24-48時間 NOEC 
24-72時間 NOEC 
0-72時間 NOEC3) 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度  
生長速度  
生長速度  
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度  
生長速度  
生長速度  

 

23.0 
50.1 
48.4 
47.5 
9.5 
30.9 
17.1

 9.5 
(a, n) 

環境庁, 1998a 

Scenedesmus 
subspicatus 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

DIN4)  
38412-9 
止水  

24  
48時間 EC10 

48時間 EC50 

48時間 EC10 

48時間 EC50 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度  
生長速度  

 
2.3 
7.8 
4.6 
21 
(n) 

Kuhn &  
Pattard, 1990 
 

クレゾール 淡水  
Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 
 

ND 14日間 EC50 

 
生長阻害 137 

(n) 
Gaur, 1988 

Chlorella 
pyrenoidosa 
(緑藻､ｸﾛﾚﾗ) 

ND 25 72時間 NOEC 生長阻害 100 
(n) 

Huang & 
Gloyna, 1968 

ND: データなし、(n): 設定濃度、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので
設定濃度で表示、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 対照区と比較して 3%の影響を与える濃度 (EC3)、 
3) 文献をもとに再計算した値、4) ドイツ規格協会 (Deutsches Institut für Normung) テストガイド
ライン 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

クレゾールの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 7-3に示す。 

無脊椎動物に対するクレゾールの急性毒性については、淡水種の甲殻類、昆虫類、貝類、ヒ

ドロ虫類、渦虫類及びヒル類を用いた試験報告がある。そのうち各異性体のオオミジンコに対
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する 24～48 時間 EC50 (遊泳阻害) は 4.9～25 mg/L (Bringmann and Kuhn, 1982; Devillers, 1988; 

Kuhn et al., 1989a, b; 環境庁, 1998b)、24～48時間 LC50は 1.4～19 mg/L (Bringmann and Kuhn, 

1977b; Canton and Adema, 1978; Parkhurst et al., 1979) の範囲であった。また、各異性体のうち p-

クレゾールの毒性値が最も低かった。o-クレゾールではミジンコ類以外の甲殻類に対する 48時

間 LC50は、21～23 mg/L (Slooff, 1983)、昆虫類で 10～80 mg/L (Slooff, 1983; Slooff et al., 1983) で

あった。また、貝類及びヒル類の 48時間 LC5 0は、それぞれ 160 mg/L (Slooff et al., 1983) 及び

135 mg/L (Slooff, 1983) であり、甲殻類や昆虫類と比較して影響を受けにくいと考えられた。 

長期毒性としては、p-クレゾールのオオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC が 0.52 

mg/L (環境庁, 1998c)、親ミジンコの致死を指標とした 21 日間 NOECが 1.0 mg/L (Kuhn et al., 

1989b) であったとの報告がある。 

海産種では、ウニ類に対する発生を指標とした 96 時間 EC50は 30 mg/L (o-クレゾール)、30 

mg/L (m-クレゾール) 及び 5 mg/L (p-クレゾール) であった (Falk-Petersen et al., 1985)。 

 

表 7-3 クレゾールの無脊椎動物に対する毒性試験結果  
生物種 大きさ/ 

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度  
(mg CaCO3 /L) 

pH エンドポイント  濃度 
(mg/L) 

文献 

o-クレゾール 淡水  

止水 20- 
22 

286 7.6- 
7.7 

24時間 LC50 19 
(n) 

Bringmann  
& Kuhn, 
1977b 

止水 20 ND 8.0 24時間 EC50 

遊泳阻害 
20 
(n) 

Bringmann  
& Kuhn, 
1982 

生後 
24時間 
以内 

NNI1) 
止水 

ND ND ND 48時間 LC50 8.6 
(n) 

Canton & 
Adema, 1978 

Daphnia magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

ND 止水 ND ND ND 48時間 LC50 5 
(n) 

Parkhurst et 
al., 1979 

Daphnia pulex 
(甲殻類、 
ﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24時間 
以内 

NNI1) 
止水 

ND ND ND 48時間 LC50 8.5 
(n) 

Daphnia cucullata 
(甲殻類、 
ｶﾑﾘﾊﾘﾅｶﾞﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
72時間 
以内 

NNI1) 
止水 

ND ND ND 48時間 LC50 15.5 
(n) 

Canton & 
Adema, 1978 

Daphnia pulicaria 
(甲殻類、 
ﾐｼﾞﾝｺ属の一種) 

ND U.S. 
EPA 
流水 

14 691-772 7.6- 
8.2 

48時間 LC50 >94.0 
(m)

 

DeGraeve et 
al., 1980 

Gammarus pulex 
(甲殻類、 
ﾖｺｴﾋﾞ科の一種) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 EC50 21 
(n) 

Asellus aquaticus 
(甲殻類、 
ﾐｽﾞﾑｼ科の一種) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 EC50 23 
(n) 

Slooff, 1983 

Aedes aegypti 
(昆虫類、ﾈｯﾀｲｼﾏｶ) 

3齢幼生 ND 26 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2) 
80 
65 
(n) 

Culex pipiens  
(昆虫類、ｱｶｲｴｶ) 

3齢幼生 ND 26 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2) 
46 
31 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 
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生物種 大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度  
(mg CaCO3 /L) 

pH エンドポイント  濃度 
(mg/L) 

文献 

Chironomus 
thummi 
(昆虫類、ﾕｽﾘｶ科の
一種) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 34 
(n) 

Ischnura elegans 
(昆虫類、ﾏﾝｼｭｳｲﾄ
ﾄﾝﾎﾞ) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 46 
(n) 

Corixa punctata 
(昆虫類、ﾏﾂﾓﾑｼ科
の一種) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 80 
(n) 

Cloeon dipterum 
(昆虫類、ﾌﾀﾊﾞｶｹﾞ
ﾛｳ) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 50 
(n) 

Slooff, 1983 

Nemoura cinerea 
(昆虫類、ｵﾅｼｶﾜｹﾞ
ﾗ属の一種 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 10 
(n) 

 

Lymnaea stagnalis  
(貝類、ﾓﾉｱﾗｶﾞｲ科
の一種) 

3-4週齢 半止水 20 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2) 
160 
56 
(n) 

Hydra oligactis 
(ﾋﾄﾞﾛ虫類、ﾋﾄﾞﾗ) 

出芽前 ND 17 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2) 
75 
63 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 
 

Erpobdella 
octoculata 
(ﾋﾙ類、ﾅﾐｲｼﾋﾞﾙ) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 135 
(n) 

Dugesia lugubris 
(渦虫類、ﾌﾟﾗﾅﾘｱ) 

ND 止水 20 ND ND 48時間 LC50 24 
(n) 

Slooff, 1983 
 

海水  
Strongylocentrotus 
droebachienesis 
(ｳﾆ類、ｵｵﾊﾞﾌﾝｳﾆ
科の一種) 

受精卵 止水 5 ND ND 96時間 EC50 

発生 
30 
(m) 

Falk-Petersen 
et al., 1985 

m-クレゾール 淡水  

止水 20- 
22 

286 7.6- 
7.7 

24時間 LC50 8.9 
(n) 

Bringmann  
& Kuhn, 
1977b 

生後 
24時間 
以内 

止水 20 ND 8 24時間 EC50 

遊泳阻害 
25 
(n) 

Bringmann  
& Kuhn, 
1982 

ND ND ND ND ND 48時間 LC50 18.8 
(n)

 

Parkhurst et 
al., 1979 

Daphnia magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
72時間 
以内 

止水 20 ND ND 24時間 EC50 

遊泳阻害 
19.2 
(n)

 

Devillers, 
1988 

Daphnia pulicaria 
(甲殻類、 
ﾐｼﾞﾝｺ属の一種) 

ND U.S. 
EPA 
流水 

14 691-772 7.6- 
8.2 

48時間 LC50 >99.5 
(m)

 

DeGraeve et 
al., 1980 

海水  
Strongylocentrotus 
droebachienesis 
(ｳﾆ類、ｵｵﾊﾞﾌﾝｳﾆ
科の一種) 

受精卵 止水 5 
 

ND ND 96時間 EC50 

発生 
30 
(m) 

Falk-Petersen 
et al., 1985 

p-クレゾール 淡水  
Daphnia magna 
(甲殻類、  
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
6-24時間 
以内 

DIN3) 
38412-2 
止水 

20 2.4 mmol/L 8.0± 
0.2 

48時間 EC50 
遊泳阻害 

7.7 
(n) 

Kuhn et al., 
1989a 
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生物種 大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度  
(mg CaCO3 /L) 

pH エンドポイント  濃度 
(mg/L) 

文献 

UBA4) 
止水 

25 ND 8.0 
±0.2 

24時間 EC50 

遊泳阻害 
4.9 
(n) 

UBA4) 
半止水 

25 ND 8.0 
±0.2 

21日間 NOEC 
親ﾐｼﾞﾝｺ致死 

1.0 
(n) 

Kuhn et al., 
1989b 

OECD 
202 
止水 

20.1- 
20.5 

228 7.3- 
7.5 

24時間 EC50 

48時間 EC50 

遊泳阻害 

7.90 
7.00 
(a, n) 

環境庁,   
1998b 

生後  
24時間  
以内  

OECD 
211 
半止水  

19.9- 
20.7 

228-251 7.3- 
7.8 

21日間 EC50 
21日間 NOEC 
繁殖  

0.94 
0.52 
(m) 

環境庁 ,  
1998c 

 

ND 止水 ND ND ND 48時間 LC50 1.4 
(n) 

Parkhurst et 
al., 1979 

Daphnia pulicaria 
(甲殻類、 
ﾐｼﾞﾝｺ属の一種) 

ND U.S. 
EPA 
流水 

14 691-772 7.6- 
8.2 

48時間 LC50 22.7 
(m)

 

DeGraeve et 
al., 1980 

海水  
Strongylocentrotus 
droebachienesis 
(ｳﾆ類、ｵｵﾊﾞﾌﾝｳﾆ
科の一種) 

受精卵 止水 5 ND ND 96時間 EC50 

発生 
5 

(m) 
Falk-Petersen 
et al., 1985 

クレゾール 淡水  
Asellus militaris  
(甲殻類、ﾐｽﾞﾑｼ科
の一種) 

脱皮 1 齢 止水 ND ND ND 48時間 EC50 
遊泳阻害 

21.6 
(m)

 
Gammarus 
fasciatus 
(甲殻類、 
ﾖｺｴﾋﾞ科の一種) 

脱皮 1 齢 止水 ND ND ND 48時間 EC50 
遊泳阻害 

7 
(m)

 

Emery, 1970  

海水  
Crangon 
septemspinosa 
(甲殻類、 
ﾍﾞｲｼｭﾘﾝﾌﾟ、 
ｴﾋﾞｼﾞｬｺ科の一種) 

3.8 cm, 
0.6 g 

半止水 
助剤 5) 

10 塩分濃度: 
30‰ 

ND 96時間 LT50
6) 16.3 

(m) 
McLeese  
et al., 1979 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので
設定濃度で表示 
1) オランダ規格協会 (Nederlands Normalisatie-Institut) テストガイドライン、2) 死亡がみられなかった最高濃度、
3) ドイツ規格協会  (Deutsches Institut für Normung) テストガイドライン、 
4) ドイツ環境庁 (Umweltbundesamt) テストガイドライン、5) 有機溶剤、6) LC0と LC100の幾何平均値 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

クレゾールの魚類に対する毒性試験結果を表 7-4に示す。 

淡水魚として、ファットヘッドミノー、メダカ、グッピー、ブルーギル、ニジマス、キンギ

ョ、カダヤシ等の急性毒性報告がある。各異性体ではいずれも測定濃度に基づいて毒性値を算

出した信頼できるデータを含んでいる。96時間 LC50の範囲は 7.9～55.9 mg/L (Cairns and Sceier, 

1959; DeGraeve et al., 1980; Geiger et al., 1986,1990; Kanabur and Sangli, 1998; Pickering and 

Henderson, 1966; Wallen et al., 1957; 環境庁, 1998e) であり、種による感受性の差はあまり大き

くないと考えられた。そのうち各異性体での最小値は、o-クレゾールではニジマスでの 8.4 mg/L 

(DeGraeve et al., 1980)、m-クレゾールではニジマスの 8.9 mg/L (DeGraeve et al., 1980)、p-クレゾ
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ールではニジマスの 7.9 mg/L (DeGraeve et al., 1980) 及びクレゾールではファットヘッドミノー

の 12.8 mg/L (Geiger et al., 1990) であった。 

延長毒性試験として、p-クレゾールのメダカに対する摂餌低下を指標とした 14 日間 NOEC

が 2.9 mg/Lという報告もある (環境庁, 1998e)。 

海水魚に関する試験報告は、o-、m-及び p-クレゾールの大西洋マダラに対する胚の発生を指

標とした 96 時間 EC50がそれぞれ 12 mg/L、30 mg/L超及び 5 mg/L (Falk-Petersen et al., 1985) で

あった。また、クレゾールに対するサケ科 3 種 (カラフトマス、ギンザケ、マスノスケ) の致

死に関する 72時間 NOECは 1.65～3.51 mg/Lであった (Holland et al., 1960)。 

 

表 7-4 クレゾールの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

生長段階 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度 
(mg CaCO3/L) 

pH エンドポイント  濃度
(mg/L) 

文献 

o-クレゾール 淡水  
3.8-6.4 cm 

1-2 g 
APHA1) 
止水 

25 20 7.5 96時間 LC50 12.6 
(n) 

Pickering & 
Henderson,  
1966 

5.0 cm 
1.5 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
18.2 
(m) 

DeGraeve et 
al., 1980 

Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

29日齢 
17.9 mm 
0.083 g 

流水 24.6 46.8 7.7 96時間 LC50 14.0 
(m) 

Geiger et al., 
1990 

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

4-5週齢 ND 24 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2)  
41 
32 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 

1.9-2.5 cm 
0.1-0.2 g 

APHA1) 
止水 

25 20 7.5 96時間 LC50 18.9 
(n) 

Pickering & 
Henderson,  
1966 

Poecilia 
reticulata 
(ｸﾞｯﾋﾟｰ) 

3-4週齢 ND 10 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2)  
38 
27 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 

Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

3.8-6.4 cm 
1-2 g 

APHA1) 
止水 

25 20 7.5 96時間 LC50 20.8 
(n) 

Pickering & 
Henderson,  
1966 

7.9 cm 
5.1 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
8.4 
(m) 

DeGraeve et 
al., 1980 

Oncorhynchus 
mykiss 

(ﾆｼﾞﾏｽ) 
5-8週齢 ND 10 ND ND 48時間 LC50 

48時間 NOLC2)  
13 
3.8 
(n) 

Slooff et 
al., 1983 

Carassius 
auratus 

(ｷﾝｷﾞｮ) 

3.8-6.4 cm 
1-2 g 

APHA1) 
止水 

25 20 7.5 96時間 LC50 23.3 
(n) 

Pickering & 
Henderson,  
1966 

海水  
Gadus morhua 
(大西洋ﾏﾀﾞﾗ) 

受精卵 止水 5 ND ND 96時間 EC50 

発生 
12 
(m) 

Falk-Petersen 
et al., 1985 

m-クレゾール 淡水  
Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

5.0 cm 
1.5 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
55.9 
(m) 

DeGraeve et 
al., 1980 
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生物種 大きさ/ 
生長段階 

試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度 
(mg CaCO3/L) 

pH エンドポイント  濃度
(mg/L) 

文献 

Oncorhynchus 
mykiss 
(ﾆｼﾞﾏｽ) 

7.9 cm 
6.0 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
8.9 
(m) 

 

海水  
Gadus morhua 
(大西洋ﾏﾀﾞﾗ) 

受精卵 止水 5 ND ND 96時間 EC50 

発生 
>30 
(m) 

Falk-Petersen 
et al., 1985 

p-クレゾール 淡水  
28日齢 
20.9 mm 
0.134 g 

流水 24.1 47.9 7.8 96時間 LC50 16.5 
(m) 

Geiger et al., 
1986 

Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

5.2 cm 
2.0 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
28.6 
(m) 

DeGraeve et 
al., 1980 

2.05 cm 
0.12 g 

OECD 
203 
半止水 

23.5- 
23.9 

25.0 6.6-
7.0 

96時間 LC50 

 
13.8 
(a,n) 
環境庁, 
1998d 

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

2.30 cm 
0.16 g 

OECD 
204 
流水 

23.6- 
24.9 

25.0 6.6- 
6.9 

14日間 LC50 

14日間 NOEC 
摂餌低下 

13.7 
2.9 
(m) 

環境庁, 
1998e 

Oncorhynchus 
mykiss 

(ﾆｼﾞﾏｽ) 

7.3 cm 
4.4 g 

U.S. 
EPA 
流水 

14 569-865 7.6- 
8.3 

96時間 LC50 

 
7.9 
(m) 

DeGraeve et 
al., 1980 

Lepidocephalich- 
thyes guntea 

(ﾄﾞｼﾞ ｮｳ科の一
種) 

5.16 cm 
1.46 g 

半止水 27-29 80-86 7.0- 
7.3 

96時間 LC50 14.0 
(n) 

Kanabur & 
Sangli, 1998 

海水  
Gadus morhua 
(大西洋ﾏﾀﾞﾗ) 

受精卵 止水 5 ND ND 96時間 EC50 

発生 
5 

(m) 
Falk-Petersen 
et al., 1985  

クレゾール 淡水  
Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

29日齢 
20.8 mm 
0.129 g 

流水 24.8 45.5 7.6 96時間 LC50 12.8 
(m) 
混合物  

Geiger et al., 
1990 

Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

6.09 cm 
2.80 g 

止水 20 ND ND 96時間 LC50 10 
(n) 

Cairns & 
Scheier, 1959 

Oncorhynchus 
kisutch 

(ｷﾞﾝｻﾞｹ) 

233日齢 
93 mm 

止水 7.5 ND 7.6 72時間 LOEC 
72時間 NOEC 
致死 

5.50 
3.00 
(n) 

Oncorhynchus 
tschawytscha 

(ﾏｽﾉｽｹ) 

49日齢 
52 mm 

止水 7.5 ND 7.6 72時間 LOEC 
72時間 NOEC 
致死 

8.69 
4.19 
(n) 

Holland et 
al., 1960 

Gambusia affinis  

(ｶﾀﾞﾔｼ) 
成魚 
雌 

止水 17-20 ND 7.3- 
7.7 

96時間 LC50 22 
(n) 

Wallen et 
al., 1957 

海水  
Oncorhynchus 
gorbuscha 

(ｶﾗﾌﾄﾏｽ) 

87日齢 
41 mm 

止水 8.3 ND 7.85 72時間 LOEC 
72時間 NOEC 
致死 

6.98 
3.51 
(n) 

Oncorhynchus 
kisutch  

(ｷﾞﾝｻﾞｹ) 

273日齢  
133 mm 

止水  7.5 ND 7.6 72時間 LOEC 
72時間 NOEC 
致死  

3.12 
1.65 
(n) 

Oncorhynchus 
tschawytscha 

(ﾏｽﾉｽｹ) 

287日齢 
150 mm 

止水 10 ND 7.6 72時間 LOEC 
72時間 NOEC 
致死 

3.20 
1.90 
(n) 

Holland et 
al., 1960 
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ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度で表示、 
(m): 測定濃度、(n): 設定濃度 
1) 米国公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン、 
2) 死亡がみられなかった最高濃度 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

o-クレゾールのその他水生生物 (両生類) に対する毒性試験結果を表 7-5に示す。 

3～4 週齢のサンショウウオ及びアフリカツメガエル幼生を用いた報告がある。48 時間 LC50

はそれぞれ 40と 38 mg/Lであり、両者に差はなかった (Slooff and Baerselman, 1980; Slooff et al., 

1983)。 

 

表 7-5  o-クレゾールのその他水生生物 (両生類) に対する毒性試験結果  
生物種 生長段階/ 

試験条件 
エンドポイント  濃度

(mg/L)  
文献 

Ambystoma mexicanum  
(ﾒｷｼｺｻﾝｼｮｳｳｵ)  

3-4週齢 
20℃ 

48時間 LC50 

48時間 NOLC1) 
40 
32 

Xenopus laevis   
(ｱﾌﾘｶﾂﾒｶﾞｴﾙ)  

3-4週齢 
20℃ 

48時間 LC50 
48時間 NOLC1) 

38 
24 

Slooff & 
Baerselman, 1980;  
Slooff et al., 1983 

1) 死亡がみられなかった最高濃度 
 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、クレゾールの陸生微生物 (土壌中の細菌や菌類等) に関する試験報告

は得られていない。 

 

7.2.2 植物に対する毒性 

クレゾールの植物に対する毒性試験結果を表 7-6に示す。 

双子葉植物のレタスを用いた試験報告がある。o-及び m-クレゾール処理をしたレタス種子を

用いた人工土壌試験と水耕試験の結果、人工土壌試験での新芽重量を指標とした生長阻害につ

いての 7日間 EC50はそれぞれ 67と 69 mg/kg乾土であり、水耕試験での 21 及び 16日間 EC50

はそれぞれ 23と 50 mg/Lであった (Adema and Henzen, 2001; Hulzebos et al., 1993)。 

 

表 7-6 クレゾールの植物に対する毒性試験結果 
生物種 試験条件 エンドポイント  濃度 文献 

o-ｸﾚｿﾞｰﾙ 
7日間 EC50 

7日間 NOEC 
14日間 EC50 

14日間 NOEC 
生長阻害 

67 
10 

>100 
32 

mg/kg 
乾土 

Lactuca sativa  
(双子葉植物、ﾚﾀｽ)  

土壌試験 : 土壌  
(粘土 12-24%、有
機成分 1.4-1.8%)、 
pH7.5、湿度 
40-80%、温度 
21±4℃、照明 
16時間明:8時間暗 

m-ｸﾚｿﾞｰﾙ 

Adema & 
Henzen, 2001; 
Hulzebos et al., 
1993 
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生物種 試験条件 エンドポイント  濃度 文献 
 7日間 EC50 

7日間 NOEC 
14日間 EC50 

14日間 NOEC 
生長阻害 

69 
3.2 
96 
3.2 
23 

mg/kg 
乾土 

o-ｸﾚｿﾞｰﾙ 
21日間 EC50 
生長阻害 

23 
mg/L 

m-ｸﾚｿﾞｰﾙ 

 

水耕試験 : 週に 3
回試験液を交換、
温度 21±4℃、 
照明 16 時間明:8
時間暗 16日間 EC50 

生長阻害 
50 

mg/L 

 

 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

2～6 週間順化した野生のハゴロモガラスにプロピレングリコールに溶解したクレゾールを

含む飼料を 1 回投与して 18 時間後の急性毒性を調べた。その結果、LD50は 113 mg/kg 餌 (m-

クレゾール) 及び 96.0 mg/kg餌 (p-クレゾール) であった (Schafer et al., 1983)。 

 

7.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

クレゾールの環境中の生物に対する毒性については、致死、遊泳阻害、生長阻害、繁殖など

を指標に検討が行われている。 

微生物に関しては、細菌では海洋性発光細菌 (Photobacterium 属) に対する発光阻害の EC50

は 15.3 mg/L (o-クレゾール)、11.1 mg/L (m-クレゾール) 及び 13.0 mg/L (p-クレゾール) であった。

原生動物では繊毛虫類 (Tetrahymena pyriformis) に対する増殖阻害の 48 時間 EC50は 213 mg/L 

(o-クレゾール)、121 mg/L (m-クレゾール) 及び 157 mg/L (p-クレゾール) であった。 

藻類の生長阻害試験では、セレナストラムに対する 72～96時間 EC5 0は、65 mg/L (o-クレゾ

ール)、47.5 mg/L (p-クレゾール) であった。p-クレゾールのセネデスムスに対する 48時間 EC50

は、21 mg/Lであり、これらの値は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。p-

クレゾールのセレナストラムに対する試験で生長阻害に関する 72時間 NOECは、9.5 mg/L (バ

イオマス及び生長速度) であった。また、同じ p-クレゾールのセネデスムスに対する 48 時間

EC10は、4.6 mg/L (生長速度) であった。クレゾールのクロレラに対する 72時間 NOECは 100 

mg/Lであった。 

無脊椎動物に対するクレゾールの急性毒性については、甲殻類、昆虫類、貝類、ヒドロ虫類、

渦虫類、ヒル類及びウニ類を用いた試験報告がある。そのうち各異性体のオオミジンコに対す

る影響が最も大きく、24～48時間 EC50 (遊泳阻害) は、4.9～25 mg/L、24～48時間 LC50は 1.4

～19 mg/Lの範囲であった。各異性体の最小値は GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有

害性を示す。 

長期毒性としては、p-クレゾールでオオミジンコの繁殖を指標とした NOECが 0.52 mg/L、親

ミジンコの致死を指標とした NOECが 1.0 mg/Lの報告がある。 

魚類では、淡水魚に対する 96時間 LC50の範囲は 7.9～55.9 mg/Lであり、種による感受性の
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差はあまり大きくないと考えられた。そのうち各異性体での最小値は、o-クレゾールではニジ

マスの 8.4 mg/L、m-クレゾールではニジマスの 8.9 mg/L、p-クレゾールではニジマスの 7.9 mg/L

及びクレゾールではファットヘッドミノーの 12.8 mg/Lであり、3 つの異性体での値は GHS 急

性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。 

海水魚に関する試験報告は、大西洋マダラにおける o-、m-及び p-クレゾールでの胚の発生を

指標とした 96時間 EC50がそれぞれ 12 mg/L、30 mg/L超及び 5 mg/Lであった。また、クレゾ

ールに対するサケ科 3種 (カラフトマス、ギンザケ、マスノスケ) の致死に関する 72時間NOEC

は 1.65～3.51 mg/Lであった。 

両生類では、サンショウウオ及びアフリカツメガエル幼生の 48 時間 LC50はそれぞれ 40 と

38 mg/Lであった。 

陸生生物に関しては、o-及び m-クレゾールのレタス種子を用いた人工土壌試験と水耕試験の

結果、人工土壌試験での新芽重量を指標とした生長阻害についての 7 日間 EC50はそれぞれ 67

と 69 mg/kg乾土であり、水耕試験での 21及び 16日間 EC50はそれぞれ 23と 50 mg/Lであった。

また、野生のハゴロモガラスでの 18時間 LD50は 113 mg/kg 餌 (m-クレゾール) 及び 96.0 mg/kg

餌 (p-クレゾール) であった。 

 

以上から、クレゾールの水生生物に対する急性毒性は、o-クレゾール、m-クレゾール及び p-

クレゾールの各異性体で甲殻類及び魚類に対して GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い

有害性を示す。また、各異性体の有害性を比較すると、魚類ではその違いは小さく、緑藻類や

甲殻類のミジンコ類に対しては、p-クレゾールの毒性値が低い傾向にある。長期毒性について

の NOECは、藻類では p-クレゾールでの 9.5 mg/L、甲殻類では、p-クレゾールでの 0.52 mg/L

である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を

指標とした p-クレゾールでの 21 日間 NOECの 0.52 mg/Lである。 

 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命  

a. 吸収・分布 

クレゾールは呼吸器、消化管、皮膚を通して吸収される。クレゾールをウサギに経口投与し

た実験では、異性体によって量は異なるが、投与量の 65～84%が 24 時間以内に尿中に排泄さ

れ、クレゾールが経口経由で吸収されることを示した (Bray et al., 1950)。クレゾールの皮膚暴

露によりヒトで昏睡、死亡がみられており、クレゾールが皮膚から吸収されることが示された  

(Cason, 1959; Green, 1975)。また、90%クレゾールを頭に浴びた幼児が、5分以内に意識を消失、

4 時間後に死亡し、クレゾールの吸収が速やかであることが示された。死亡した幼児では血液 

(120 mg/L)、肝臓､脳及び尿中にクレゾールが検出された (Cason, 1959; Green, 1975)。ヒトの皮

膚を用いた in vitro 実験から o-、m-及び p-クレゾールの透過係数は、それぞれ 2.6×10 -4 、2.54

×10-4 及び 2.92×10 -4 cm/分であった (Roberts et al., 1977)。マウスの皮膚を用いた p-クレゾール

の in vitro 実験でも投与量の約 70%が 6時間以内に透過し、速やかな皮膚透過性を示した (Hinz 
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et al., 1991)。 

クレゾールをイヌに経口投与した実験で、クレゾールは血液、肝臓、脳に検出され、その後

短時間のうちに肺、腎臓、その他の器官に分布した (Gadaskina and Filov, 1971)。 

 

b. 代謝 

クレゾールの動物における主要な代謝経路を図 8-1に示す。 

クレゾールの主要な代謝経路はグルクロン酸及び硫酸との抱合経路である。ウサギへの経口

投与実験では、投与量の 60～72%がグルクロン酸エステル、10～15%が硫酸エステルとして尿

中に検出された (Bray et al., 1950)。その他の代謝経路としては、ベンゼン環の水酸化 (主に o-

及び m-クレゾール) 及び側鎖の酸化 (p-クレゾールのみ) 経路がある。 

ウサギを用いた経口投与実験で、o-及び m-クレゾールの投与量のそれぞれ 3%が尿中に 2,5-

ジヒドロキシトルエン (抱合体) として検出され、p-クレゾールでは投与量の 10%が p-ヒドロ

キシ安息香酸で、極く微量が 3,4-ジヒドロキシトルエンとして検出された。また、同じ実験で､

投与量の 1～2%が未変化体のクレゾールとして尿中に検出された (Bray et al., 1950)。 

ラットの肝臓のスライス及びミクロソーム画分を用いた 14C-p-クレゾールの代謝実験では､
14C-p-クレゾールはタンパク質と共有結合可能な中間代謝物に代謝された。タンパク質との結

合はグルタチオンにより阻害された。グルタチオンが枯渇している条件では、p-クレゾールの

ミクロソームによる主な代謝物は p-ヒドロキシベンジルアルコールであった (Thompson et al., 

1994)。 

42%クレゾール石鹸水溶液 100 mLを飲んだ 46歳の男性において、抱合体及び未抱合体の m-

及び p-クレゾールが摂取 2 時間後に血清及び尿中に検出された。血清中のクレゾールのうち、

m-クレゾールの 75%、p-クレゾールの 79%が抱合体であり、尿中では共に 99%以上が抱合体で

あった (Yashiki et al., 1989)。 

 

OH

CH3

CH3

CH3

OSO3H

OC6H9O6

クレゾールグルクロニド

クレゾールスルフェート

クレゾール

 
 

図 8-1 クレゾールの主要な代謝経路 
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c. 排泄 

吸収、分布の項で述べたように、クレゾールをウサギに経口投与した実験では、異性体によ

って異なるが、投与量の 65～84%が 24時間以内に尿中に排泄された (Bray et al., 1950)。クレゾ

ールの主な排泄経路は尿である。かなりの量のクレゾールは胆汁中にも排泄されるが、この大

部分は、腸内細菌により加水分解された後、腸から再吸収される (Deichman and Keplinger, 1981)。 

 

d. まとめ  

クレゾールは呼吸器、消化管及び皮膚から吸収される。消化管及び皮膚からの吸収は速く、

吸収されたクレゾールは、主要な器官すべてに分布する。クレゾールの代謝については、その

主な代謝経路はグルクロン酸及び硫酸抱合であり、その他、ベンゼン環の水酸化、側鎖の酸化

経路も存在する。クレゾールの主な排泄経路は尿で、抱合体として排泄される。 

 

8.2 疫学調査及び事例 

クレゾールの疫学調査及び事例を表 8-1に示す。 

a. 経口摂取による影響 

m-クレゾールの致死量は 50～500 mg/kgとの報告がある (Dittmer, 1959)。 

37歳の女性がクレゾール 50%を含む消毒薬 (亜麻仁油、水酸化カリウム、水との混合物) 約

250 mLを嚥下した報告では、2 時間後、深い昏睡状態に陥っており、7時間後には赤血球のグ

ルタチオンレベルが顕著に減少し、重篤なメトヘモグロビン血症がみられた。10時間後に意識

を回復したが、3日後にハインツ小体形成、溶血、ヘモグロビン尿がみられ、急性の多量溶血、

播種性血管内凝固 (DIC, disseminated intravascular coagulation)、腎障害が原因で 4日後に死亡し

た。病理学検査の結果、肝臓の脂肪変性、腎臓では糸球体内の線維素凝集塊、尿細管の壊死が

みられた (Chan et al., 1971)。 

また、クレゾールの異性体混合物を 50%含む消毒薬約 100 mLを嚥下し、その後回復した女

性の例では、半意識状態に陥り、1.5時間後メトヘモグロビン血症がみられた。6時間後にはメ

トヘモグロビンはみられず、ハインツ小体がみられたが、2 日後に消失した (Chan et al., 1971)。 

クレゾールの異性体混合物 12%を含む石油留分 100 mLを嚥下した男性の例では、ヘモグロ

ビン血症、ハインツ小体、溶血性貧血、ヘモグロビン尿がみられた (Cote et al., 1984)。 

クレゾールの異性体混合物約 250 mLを嚥下した男性の例では、嚥下後 2 週間にわたって重

篤な溶血性貧血がみられた (Jouglard et al., 1971)。 

クレゾールの異性体混合物 500～750 mLを嚥下した女性の例では、嚥下 45分後深い昏睡と

心室性期外収縮を伴う頻脈がみられた。24 時間後、心室細動に続いて急性心停止に至り死亡し

た。病理学検査の結果、腎臓の近位尿細管に広範囲の好酸性壊死がみられた。また、気管支上

皮のび漫性の壊死もみられた (Labram and Gervais, 1968)。 

クレゾール 25～50%を含む消毒薬 4～120 mLを嚥下した 52人の例では、口腔内と咽喉の灼

熱感、腹痛、嘔吐が共通してみられた。また嚥下直後から 14時間意識を消失するなどの昏睡例

もしばしばみられた。また、腎臓障害 (腎刺激、フェノールスルホフタレインの排泄減少) も

みられた。ほとんどの患者で尿が濃色化しており、これはヘモグロビン尿症によると考えられ
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た。52人中 2人が嚥下後 30分以内に死亡した (Issacs, 1922)。 

32歳の男性がクレゾール 45 mLを嚥下した例では、意識はあったが、呼吸困難、頻脈、収縮

期低血圧がみられた。24時間後に総血清フェノール濃度が上昇しており、4日後に心不全と肺

水腫により死亡した (Arthurs et al., 1977)。 

 

b. 皮膚への暴露例  

1歳児が 90%クレゾール 20 mLを頭部から浴びた例で、体表の約 7%に化学火傷を負い、5 分

後に昏睡状態に陥り、4 時間以内に死亡した。病理学検査の結果、肺に出血性の水腫、肝臓の

小葉の中心部から中間部にかけての壊死、腎臓のうっ血、腫大、尿細管の壊死、脳のうっ血、

腫大がみられた (Green, 1975)。 

クレゾール混合物を含む消毒薬に皮膚暴露された男性の例で、2 日後に無尿症がみられた。

他にもメトヘモグロビン血症、ハインツ小体、溶血などの血液学的影響もみられ、3 日目に死

亡した (Larcan et al., 1974)。 

6%クレゾール溶液に手を 5～6 時間浸漬した男性患者の例で、持続性の流涙、顔の側面の痛

み、顔面麻痺がみられた (Klinger and Norton, 1945)。 

50歳の健康な男性技術者がクレゾール混合物を浴びた事故例で、化学火傷を負った部分はた

だちに洗浄したが、8 時間後にはめまい、痛み、しびれ感、腹部の痛み、嘔吐がみられた。暴

露 1日後には、より重篤な腹部の痛み、嘔吐がみられた。その後の検査で、脈拍数の減少、血

中尿素窒素の減少がみられた。化学火傷を負った皮膚は褐色化し、腫脹、触覚痛を伴った。ま

た、乏尿がみられ、急性腎不全と診断されたが、暴露 27 日後には完全に回復した (Wu and Kwan, 

1984)。 

18歳の女性がクレゾールを浴びた事故例で、顔、手、足はただちに水で洗浄できたが、汚染

されたズボンを脱ぐことができず、大腿部と会陰は洗うことができなかった。10分後、せん妄

に続いて昏睡、肺水腫、ヘモグロビン尿症がみられた。この患者は 38日後に退院し、瘢痕など

の後遺症はみられなかった (Ma and Wang, 1989)。 

臀部、左膝関節裏面、陰嚢にクレゾール溶液を浴びた 7歳男児の例で、体表の 15%が第 2 度

の化学火傷を負い、暴露 30分後意識障害をきたした。尿は濃色化し、赤血球、タンパク、糖、

大量のβ-ミクログロブリンが尿中に検出された。2日目には意識状態は改善し、溶血の進行は

認められなかったものの、腎不全はさらに進行した。4 日目には、腎不全は保存的治療で改善

したが、一過性の意識消失と無呼吸を伴うてんかんを 3 回起こした。7 日目には血液検査およ

び生化学的検査結果は正常値に戻った。25日目には状態は改善し退院したが、脳波で左右の前

頭部、中心部にスパイク波が測定された (Fuke et al., 1998; Sakai et al., 1999)。 

 

c. 疫学調査  

主にクレゾールを使用するエナメルワイヤー製造工場で働く 20～50歳の女性 174人で、70%

が少なくとも 10 年間暴露された。クレゾールの気中濃度は平均 1.4 mg/m3 (0.3ppm) で、最高

3.6～5.0 mg/m3 (0.8～1.1ppm) であった。循環障害と軽度の血液学的変化 (赤血球数、白血球数

及び血小板数減少) がみられた。グルコース-6-リン酸デヒドロゲナーゼ活性と赤血球内のスル

フヒドリル基の濃度も減少しており、赤血球の寿命が短くなったと報告されている (Molodkina 
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et al., 1985)。クレゾールとクロロベンゼンを使用するエナメル-絶縁ワイヤー製造工場で働く女

性で、ホルモン量変化と月経の異常、周産期死亡率と奇形発生率の増加などの生殖障害がみら

れた (Syrovadko and Malysheva, 1977)。 

リン酸トリクレジル製造工場で、クレゾールと塩化ホスホリルに暴露された女性 58 人 (生殖

機能に関連する疾患を持っていない) で、月経困難と月経痛を伴う周期の乱れがみられ、エス

トロゲンの増加とプロゲステロンの減少による卵巣の機能障害を示した (Pashkova, 1973)。 

 

d. その他 

妊娠中絶の目的でクレゾールを腟と子宮へ注入した例では、腟の出血、腹部のけいれん、重

度の灼熱痛、昏睡、重度の溶血、重篤な腎症、腎不全、脂肪塞栓を伴う肺水腫がみられ、死亡

した(Finzer, 1961; Presley and Brown, 1956; Vance, 1945)。 

 

e. まとめ 

ヒトにおけるクレゾールの主な標的器官は、中枢神経系、血液、腎臓である。肺、心臓、肝

臓への影響もみられる (Chan et al., 1971; Cote et al., 1984; Issacs, 1922; Jouglard et al., 1971; 

Labram and Gervais, 1968; Minami et al., 1990)。中枢神経系への影響として意識障害、血液系への

影響としてメトヘモグロビン血症、ハインツ小体形成、溶血性貧血、腎臓への影響としてヘモ

グロビン尿症、尿細管の壊死がみられている。 

クレゾールは強い刺激性を有し、経口摂取により口腔内及び咽喉の灼熱感、腹部の痛みと嘔

吐を引き起こす (Issacs, 1922; Jouglard et al., 1971; Wiseman et al., 1980)。また皮膚暴露でも化学

火傷や持続性の流涙、痛み、しびれ感、麻痺を引き起こす。 

 

表 8-1 クレゾールの疫学調査及び事例 
対象集団 
性別・人数 

暴露状況 暴露量 結    果 文献 

37歳女性1人 経口 クレゾール
50%を含む消
毒薬 (亜麻仁
油、水酸化カ
リウム、水と
の混合物 )約
250mL 

2時間後、深い昏睡状態。7時間後、赤血球のグル
タチオンレベルの顕著な減少、重篤なメトヘモグ
ロビン血症。10時間後、意識の回復。3日後、ヘモ
グロビン尿、ハインツ小体、溶血。急性の多量溶
血 、 播 種 性 血 管 内 凝 固 (DIC, disseminated 
intravascular coagulation)、腎障害で4日後死亡。病
理学検査の結果、肝臓の脂肪変性、腎臓の糸球体
内の線維素凝集塊、尿細管の壊死。 

Chan et al., 
1971 

女性1人 経口 クレゾール混
合物50%を含
む消毒薬 (亜
麻仁油、水酸
化カリウム、
水と の 混合
物)約100mL 

半意識状態(semiconscious)、1.5時間後メトヘモグロ
ビン血症。入院6時間後メトヘモグロビン消失、ハ
インツ小体は2日後に消失。 

Chan et al. , 
1971 

男性1人 経口 混合クレゾー
ル12%を含む
浸 透 油 100 
mL 

ハインツ小体形成、ヘモグロビン血症、ヘモグロ
ビン尿、溶血性貧血。 

Cote et al., 
1984 

男性1人 経口 クレゾール混
合 物 約 250 

嚥下後2週間にわたる重篤な溶血性貧血。 Jouglard et 
al., 1971 
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対象集団 
性別・人数 

暴露状況 暴露量 結    果 文献 

mL 
女性1人 経口 クレゾール混

合 物 500-750 
mL 

嚥下45分後深い昏睡と心室性期外収縮を伴う頻
脈。24時間後、心室細動に続いて急性心停止に至
り死亡。病理学検査の結果、腎臓の近位尿細管に
広範囲の好酸性壊死、気管支上皮のび慢性壊死。 

Labram & 
Gervais, 1968 

52人、性別不
明 

経口 クレゾール
25-50% を 含
む 消 毒 薬
4-120 mL 

口腔内と咽喉の灼熱感、腹痛、嘔吐。暴露直後か
ら14時間意識を消失するなどの昏睡。また腎臓へ
の影響(腎刺激、フェノールスルホフタレインの排
泄の減少)。ヘモグロビン尿症による尿の濃色化。
52人中2人が嚥下後30分以内に死亡。 

Issacs, 1922 

32歳男性1人 経口 45 mL 入院時意識あり、呼吸困難、頻脈、収縮期低血圧。
入院後24時間後に総血清フェノールレベルが上
昇、4日後に心不全と肺水腫により死亡。 

Arthurs et al., 
1977 

1歳、性別不
明、1人 

頭部に浴びた
(spilled on) 

90%クレゾー
ル20 mL 

体表の約7%に化学火傷を負い、5分後に昏睡状態に
陥り、4時間以内に死亡。病理学検査の結果、肺に
出血性の水腫、肝臓の小葉の中心部から中間部に
かけての壊死、腎臓のうっ血、腫大、尿細管の壊
死、脳のうっ血、腫大。 

Green, 1975 

男性1人 クレゾール誘
導体の入った
大桶に落下 

ND 体表の15%にやけどを負い、36時間後に無尿症に至
り、その後血中の尿素窒素濃度が上昇。9日目に昏
睡状態に陥り、うっ血性心不全により10日目に死
亡。 

Cason, 1959 

男性1人 皮膚への暴露 混合クレゾー
ルを含む消毒
薬、暴露量不
明 

2日後に無尿症。他にメトヘモグロビン血症、ハイ
ンツ小体、溶血などの血液学的影響。入院3日目に
死亡。 

Larcan et al., 
1974 

男性1人 手を5-6時間溶
液に浸漬 

6%クレゾー
ル溶液 

持続性の流涙、顔の側面の痛み、顔面麻痺。 Klinger & 
Norton, 1945 

50歳の健康な
男性技術者 

皮膚への暴露 クレゾール混
合物 

8時間後めまい、痛み、しびれ感、腹部の痛み、嘔
吐。暴露1日後には、より重篤な腹部の痛み、嘔吐。
その後、脈拍数、尿量及び血中尿素窒素の減少。
皮膚の褐色化、腫脹、触覚痛、乏尿がみられ、急
性腎不全と診断されたが、暴露27日後には完全に
回復。 

Wu & Kwan, 
1984 

18歳の女性 顔、手、足、大
腿部、会陰に暴
露 

ND 化学火傷は第一度から第二度で、体表の20%に及ん
だ。10分後、せん妄続いて昏睡、肺水腫とヘモグ
ロビン尿症。38日後に退院、後遺症なし。 

Ma & Wang, 
1989 

7歳の男児 臀部、左膝関節
裏面、陰嚢 

ND 体表の15%が第2度の化学火傷を負い、暴露30分後
意識障害をきたした。尿は濃色化し、赤血球、タ
ンパク、糖、大量のβ-ミクログロブリンが尿中に
検出された。2日目には意識状態は改善し、溶血の
進行は認められなかったものの、腎不全はさらに
進行した。4日目には、腎不全は保存的治療で改善
したが、一過性の意識消失と無呼吸を伴うてんか
んを3回起こした。7日目には血液検査および生化
学的検査結果は正常値に戻った。25日目には状態
は改善し退院したが、脳波で左右の前頭部、中心
部にスパイク波が測定された。 

Fuke et al., 
1998; Sakai 
et al., 1999 

20-50 歳 の 女
性174人 

70%が少なく
とも 10年間暴
露 

クレゾールの
気中濃度は平
均 1.4 mg/m3

で 、 最 高
3.6-5.0 
mg/m3。 

循環障害と軽度の血液学的変化(赤血球数、白血球
数、血小板数減少)。グルコース-6-リン酸デヒドロ
ゲナーゼ活性と赤血球内のスルフヒドリル基の濃
度減少、赤血球の寿命短縮。 

Molodkina et 
al., 1985 

女性労働者、 クレゾールと ND ホルモン量変化と月経異常、周産期死亡率と奇形 Syrovadko & 
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対象集団 
性別・人数 

暴露状況 暴露量 結    果 文献 

人数不明 クロロベンゼ
ンを使用する
エナメル-絶縁
ワイヤー製造
工場で暴露 

発生率の増加などの生殖障害。 Malysheva, 
1977 

女性労働者58
人 

リン酸トリク
レジル製造工
場で、クレゾー
ルと塩化ホス
ホリルに暴露 

ND 生殖障害(月経困難と月経痛を伴う周期の乱れ)、エ
ストロゲンの増加とプロゲステロンの減少による
卵巣の機能障害。 

Pashkova, 
1973 

女性、人数不
明 

妊娠中絶の目
的でクレゾー
ルを腟と子宮
へ注入 

ND 腟の出血、腹部のけいれん、重度の灼熱痛、昏睡、
重度の溶血、重篤な腎症、腎不全、脂肪塞栓を伴
う肺水腫、死亡。 

Finzer , 1961; 
Presley &  
Brown, 1956  

ND: データなし 

 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

クレゾールの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-2に示す (Back, et al., 1972; Bio-Fax, 

1969; Deichmann and Witherup, 1944; Dow Chemical, 1982; FDRL, 1975; Koch, et al., 1984; Mellon 

Institute, 1949; NTIS, 1973; Pereima, 1975; Uzhdavini et al., 1972, 1974, 1976; Vernot et al., 1977)。 

毒性症状として、o-、m-及び p-クレゾールのマウス及びラットへの経口投与で、自発運動低

下、流涎、協調運動失調、筋収縮、振戦、けいれん、呼吸困難、衰弱、嗜眠、昏睡、死亡がみ

られた (Deichmann and Witherup, 1944; Mellon Institute, 1949)。吸入暴露では、o-クレゾールのマ

ウスへの暴露で粘膜の刺激、興奮、筋収縮、間代性けいれんがみられた (Uzhdavini et al., 1972)。

また、皮膚や角膜の障害もみられた (Smith, 1956)。クレゾール混合物をラットに吸入暴露した

試験では、眼と鼻に強い刺激が認められ、死亡した (Dow Chemic al, 1982)。 

剖検所見として、o-及び p-クレゾールのマウス及びラットへの経口投与において、消化管の

炎症、肺、肝臓、腎臓の充血及び出血がみられた (Bio-Fax, 1969; Deichmann and Witherup, 1944; 

Hornshaw, et al., 1986; IPCS, 1993; Mellon Institute, 1949)。また、o-クレゾールのマウスへの吸入

暴露試験における病理組織学的検査では、肺の浮腫、肝臓の脂肪変性及び小葉中心性の壊死、

腎臓の浮腫、糸球体の腫大及び尿細管上皮の変性がみられた (Uzhdavini et al., 1972)。 

 

表 8-2 クレゾールの急性毒性試験結果  
 マウス ラット ウサギ ネコ 

o-クレゾール  

経口 LD50 

(mg/kg) 
344 (10%オリーブ油) 

121 (希釈せず) 
360 (50%オリーブ油) 

1,350 (10%オリーブ油) 
1,470 (10%オリーブ油) 

2,020 

800 
890 

940 (10%オリーブ油) 
ND 

吸入平均致死
濃度 

(ppm) 

約 40 (178 mg/m3) (暴露
時間の記載はない)  

約 6 (29 mg/m3) (暴露時
間の記載はない)  

270 以 上  (1 時 間 ) 
(1,220 mg/m3以上) ND 
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 マウス ラット ウサギ ネコ 
経皮 LD50 

(mg/kg) 
ND 620-1,000 890-2,000以上 ND 

皮下 LD50 

(mg/kg) 
ND ND ND 55 

静脈内 LD50 

(mg/kg) 
1,470 ND 180 ND 

腹腔内 LD50 

(mg/kg) 
350 ND ND ND 

m-クレゾール  

経口 LD50 
(mg/kg) 

561 
828 (10%オリーブ油) 

861 

242 (希釈せず) 
520 (10%水) 

1,454 
2,020 (10%オリーブ油) 

ND ND 

吸入平均致死
濃度 

(ppm) 
ND 

約 13 (58 mg/m3) (暴露
時間の記載はない)  

ND ND 

経皮 LD50 
(mg/kg) 

ND 1,100 
1,100- 
2,050 

ND 

皮下 LD 50 
(mg/kg) 

ND ND ND 180 

腹腔内 LD50 
(mg/kg) 

168 ND ND ND 

p-クレゾール  

経口 LD50 
(mg/kg) 

344 
440 (10%オリーブ油) 

207 (希釈せず) 
1,430 - 

1,800(10%オリーブ油) 
ND ND 

吸入平均致死
濃度 

(ppm) 
ND 

約 6(29 mg/m3) (暴露時
間の記載はない)  

ND ND 

経皮 LD50 
(mg/kg) 

ND 750 300 ND 

皮下 LD 50 
(mg/kg) 

150 ND ND 80 

クレゾール混合物  
経口 LD50 

(mg/kg) 
651-861 

1,454-1,625 (10%オリ
ーブ油) 

ND ND 

吸入 LC50 
(ppm) 

約 40 (178 mg/m3) ND ND ND 

経皮 LD50 
(mg/kg) 

ND 
242 
825 

2,000 ND 

ND: データなし 

 

 

8.3.2 刺激性及び腐食性 

クレゾールの実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 8-3に示す。 

a. o-クレゾール  

ウサギの皮膚に 0.5 mL 又は 0.5 g を適用した試験で、強度刺激性及び腐食性がみられた  

(Bio-Fax, 1969; FDRL, 1975; Schreiber, 1980; Vernot et al., 1977; Younger Lab., 1974)。 

ウサギの眼に純品クレゾールを適用した試験で、持続性の角膜混濁と血管新生がみられたが、

33%溶液を適用後 60 秒以内に洗浄した場合には、障害は中等度であり、その後角膜の回復が

みられた (D’Asaro-Biondo M., 1993; Harley, R.D., 1952)。 
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b. m-クレゾール  

ウサギの皮膚に 0.5 mLを適用した試験で、強度刺激性及び腐食性がみられた (Bio-Fax, 1969; 

Fraunhofer - Institut ITA, 1980; Vernot et al., 1977; Younger Lab., 1974)。 

ウサギの眼に 0.1 mL を適用した試験で、強度の刺激性がみられた  (Bio-Fax, 1969; 

Fraunhofer-Institut ITA, 1980) 

 

c. p-クレゾール 

ウサギの皮膚に 0.5 mLを 4時間閉塞適用した試験で、2/6例に皮膚腐食性がみられた (Vernot 

et al., 1977)。 

 

d. クレゾール混合物 

ウサギの皮膚に適用した試験で、強度の刺激性がみられた (Bayer AG, 1973; Schreiber, 1980)。 

ウサギの眼に 0.1 mL を適用した試験で、強度の刺激性がみられた (Bayer AG, 1973)。 

 

以上の結果からクレゾール (o-、m-、p-クレゾール及びクレゾール混合物) はウサギの皮膚及

び眼に対して強度の刺激性及び腐食性を示すと言える。 

 

表 8-3 クレゾールの刺激性及び腐食性試験結果 

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

o-クレゾール  
ウサギ 

6匹 
皮膚刺激性 

16CFR 1500,41 
24時間適用 0.5 mL 除去24時間後に観察：腐食性あり Schreiber, 1980 

ウサギ 
6匹 

皮膚刺激性 
 

ND 0.5 mL 無傷又は擦過傷の皮膚に適用 
72時間後に観察：腐食性あり 

Bio-Fax, 1969 

ウサギ 皮膚刺激性 
ペーパーディスク
に滴下して背部皮
膚に30分粘着テー
プで保護固定 

30分粘着テ
ープで保護
固定 

30μL 
(原液) 
(1:1、 
オリーブ油) 

1:4、1:8、1:16、
1:32、1:64、オ
リーブ油) 

原液：腐食性あり 
1:1 ：強度刺激性あり 
1:4、1:8、1:16、1:32、1:64 ：刺激性
なし 

Kuroki & 
Ohsumi, 1988 

ウサギ 皮膚刺激性 
(Fed. Reg. Vo. 37, 
No. 57, Paragraph 

173.240 –D. 
O.)T.-1972 

ND ND 腐食性あり Younger Lab., 
Inc., 1974 

ウサギ 
6匹 

皮膚刺激性 
ドレイズ法 

ND 0.5 mL 強度刺激性あり FDRL, 1975 

ウサギ 
6匹 

皮膚刺激性 
16CFR 1500,41 

24時間適用 0.5 mL 除去24時間後に観察：強度刺激性あ
り 

Schreiber, 1980 

ウサギ 
6匹 

皮膚刺激性 
 

ND 0.1 mL 24、48、72時間後に観察：強度刺激
あり 

Bio-Fax, 1969 

ウサギ 眼刺激性 
 

ND ND 強度刺激性 
純品: 持続性の角膜混濁と血管新生 
33%液: 33%溶液を適用後60秒以内
に洗浄した場合には、障害は中等度

D’  
Asaro-Biondo 
M, 1933; 
Harley, R.D. 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

であり、その後角膜は回復 1952 
ウサギ 

9匹 
眼刺激性 

16CFR 1500,42 
ND 0.1 mL 眼を洗浄することで激しい症状が軽

減(非洗浄、6匹、4秒後に洗浄、3匹) 
FDRL, 1975 

m-クレゾール 
ウサギ 

6匹 
皮膚刺激性 

16CFR 1500,41 
24時間適用 0.5 mL 除去24時間後に観察：強度刺激性あ

り 
Fraunhofer – 
Institut ITA, 
1980 

ウサギ 皮膚刺激性 
ドレイズ法 

ND 0.5 mL 
(原液) 

強度刺激性あり Bio-Fax, 1969 

ウサギ 
5匹 

皮膚刺激性 
水疱試験 

ND 0.01 mL 壊死を生じた 
アセトンで10%希釈: 激しい紅斑2/5
匹、紅斑及び中程度の浮腫3/5匹 

Mellon – Inst, 
1949 

ウサギ 皮膚刺激性 
ドレイズ法 

4時間 0.5 mL 
(原液) 

腐食性あり Younger Lab., 
1974 

ウサギ 皮膚刺激性 30分 30μL 用量1:1-1:64 
適用後、1%のエバンスブルー溶液を
6 mL/kgで静脈内投与し、適用部位が
染色された最低用量は1:16で、腐食
がみられたのは1:2であった 

Kuroki & 
Ohsumi, 1988 

ウサギ 
6匹 

眼刺激性 
16CFR 1500,42 

- 0.1 mL 24時間後から観察：強度刺激性あり 
 

Fraunhofer-Insti
tut ITA, 1980 

ウサギ 眼刺激性 
ドレイズ法 

- 0.1 mL 
(原液) 

72時間後まで観察：強度刺激性  Bio-Fax, 1969 

ウサギ 眼刺激性 
 

- ND 
(ポリエチレン
グリコールで
5%液に希釈) 

72時間後まで観察：強度刺激性  
5%: 角膜の損傷 
1.0%: 刺激性なし 

Bio-Fax, 1969 

p-クレゾール  
ウサギ 
NZW 
雌 
6匹 

皮膚刺激性 
(Carnegie-Mellon 

Institute of 
Research) 

4時間閉塞
適用 

0.5mL 2/6匹に腐食性あり Vernot et al., 
1977 

クレゾール混合物  
ウサギ 

6匹 
皮膚刺激性 

16CFR 1500,41 
24時間適用 0.5 mL 除去24時間後観察：強度刺激性あり Schreiber 1980 

ウサギ 皮膚刺激性 ND ND 強度刺激性あり Bayer AG, 1973 
ウサギ 眼刺激性 

16CFR 1500,42 
ND 0.1 mL 強度刺激性あり 

 
Schreiber, 1980 

ウサギ 眼刺激性 
 

ND 50μL 30秒後に洗浄、7日間観察：強度刺激
性あり 

Bayer AG, 1973 

ND: データなし 

 

 

8.3.3 感作性  

クレゾールの実験動物に対する感作性試験結果を表 8-4に示す。 

モルモットの背部皮膚に 13.1%の o-クレゾールを適用した皮膚感作性試験 (マキシマイゼー

ション法) において感作性がみられた (Bruze, 1986)。 

モルモットの背部皮膚に 2-メチルフェノール、4-メチルフェノール又は 2,4,6-トリメチルフ

ェノールでマキシマイゼーション (Maximization) 法により感作したところ、o-又は p-クレゾー

ルによる惹起で交差感作性を示した (Bruze, 1986)。 

調査した範囲内では、m-クレゾール及びクレゾール混合物の実験動物に対する感作性に関す
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る試験報告は得られていない。 

 

表 8-4 クレゾールの感作性試験結果 

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

モルモッ
ト 
 

Maximization
法 

3週間 13.1%のo-クレゾールを1部位あたり0.1 mL皮内感作し
た動物に、その1週間後、0.2 mLで48時間閉塞感作、2
週間後に0.1 mLで惹起した試験で感作性あり。 

Bruze, 1986 

モルモッ
ト 
ハートレ
ー 
雌 

Maximization
法 

ND ND 2-メチルフェノール、4-メチルフェノ
ール、2,4,6, -トリメチルフェノール、
で感作した動物において、o-クレゾ
ール又はp-クレゾールは交差感作性
を示す。 

Bruze, 1986  

モルモッ
ト 
パッチテスト ND ND o-クレゾール及びp-クレゾールに感

作性の可能性あり。 
Bruze &  
Zimerson, 1997 

ND: データなし 

 

 

8.3.4 反復投与毒性 

クレゾールの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 8-5に示す。 

a. o-クレゾール  

a-1.  経口投与  

雌B6C3F1マウスにo-クレゾールを 0、6.5、32.5、65、130 mg/kg/日の用量含む水を14日間与

え、免疫学的検査を行った試験で、投与の影響は認められなかった (CIIT, 1983)。 

雌雄B6C3F1マウス (1群各10匹) にo-クレゾール 0、1,250、2,500、5,000、10,000、20,000 ppm 

(雄: 0、199、400、790、1,460、2,723 mg/kg/日相当、雌: 0、237、469、935、1,663、3,205 mg/kg/

日相当) を含む飼料を13週間与えた試験で、雌雄の2,500 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、

5,000 ppm以上に体重の減少、10,000 ppm以上に被毛粗剛、うずくまり、20,000 ppm群に前胃の

粘膜上皮の過形成、雌に性周期の延長がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄B6C3F1マウス及びF344ラットに、o-クレゾールを、マウスには0、1,250、5,000、20,000 ppm、

ラットには0、1,880、7,500、30,000 ppmを含む飼料を13週間与えた試験で、雄は精子検査、雌

は性周期検査を行った。その結果、いずれの雄にも精子の運動性、濃度に影響はみられなかっ

た。雌ではマウスの20,000 ppm群に性周期の延長がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄F344ラット (1群各20匹) にo-クレゾール 0、1,880、3,750、7,500、15,000、30,000 ppm (雄 : 

0、126、247、510、1,017、2,024 mg/kg/日相当、雌: 0、129、256、513、1,021、2,028 mg/kg/日

相当) を含む飼料を13週間与えた試験で、雌雄の7,500 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、骨髄

の低形成、雌に性周期の延長、15,000 ppm以上に体重増加抑制、血漿中の胆汁酸の増加、30,000 

ppm群に体重の減少がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄 SDラット (1群各 30匹) に o-クレゾールを 0、50、175、600 mg/kg/日の用量で 13週間

強制経口投与した試験で、雌の 175 mg/kg/日以上に振戦、昏睡、雌雄の 600 mg/kg/日群に体重

増加抑制、嗜眠、けいれん、死亡 (雄 9 匹、雌 19匹) がみられた (MBA, 1988a)。なお、本報

告は未公開データであるため、原著が入手不可能であるが、EHC、EU では、信頼性のあるデ

ータとして評価していることから、本評価書では信頼性の確認されたデータとして判断し、
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NOAELは 50 mg/kg/日とした。 

雌雄SDラット (1群各10匹) にo-クレゾールを0、50、175、450、600 mg/kg/日の用量で13週間

強制経口投与した試験で、雌雄の50 mg/kg/日以上に自発運動低下、呼吸数増加、努力呼吸、流

涎がみられた。しかしながら、50 mg/kg/日ではこれらの症状の発現頻度は低く、散発的であっ

た。450 mg/kg/日以上にけいれん、死亡がみられた。なお、神経行動学的検査でわずかな変化

がみられたが、脳の重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織学的な変化はみられなかった  

(TRL, 1986)。この試験のNOAELは50 mg/kg/日としている (U.S. EPA, 2003)。 

雄Wistarラット (40匹) にo-クレゾール 300 ppm (36 mg/kg/日相当) を含む水を20週間与えた

試験で、脳グリア細胞の2’,3’-サイクリックヌクレオチドの増加、ホスホヒドラーゼ活性の増加、

脳のアゾリダクターゼ活性及びグルタチオンの減少がみられた (Savolainen, 1979)。 

ラットに o-クレゾール 600 mg/kg/日を 13週間強制経口投与した試験で、精巣に影響はみられ

なかった (MBA, 1988 a)。 

雌雄ミンク (1群各5匹) にo-クレゾール 0、240、432、778、1,400、2,520 ppm (雄: 0、35、80、

125、200、320 mg/kg/日相当、雌: 0、55、120、190、300、480 mg/kg/日相当) を含む飼料を28

日間与えた試験で、雌雄の432 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、1,400 ppm以上に赤血球数の

減少、2,520 ppm群に体重増加抑制、ヘモグロビンの減少、心臓の相対重量の増加がみられた  

(Hornshaw et al., 1986)。 

雌雄フェレット (1群各5匹) にo-クレゾール 0、432、778、1,400、2,520、4,536 ppm (雄: 0、

45、85、140、290、400 mg/kg/日相当、雌: 0、80、150、240、530、720 mg/kg/日相当) を含む

飼料を28日間与えた試験で、雌雄の1,400 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、4,536 ppm群に赤

血球数の減少、腎臓の相対重量の増加がみられた。また統計学的に有意ではないが、雄の2,520、

4,536 ppm群に精巣重量の増加がみられた (Hornshaw et al., 1986)。 

雄フェレットに o-クレゾール 0、2,520、4,536 mg/kg/日を含む飼料を 28日間与えた試験で、

統計学的に有意ではないが、精巣重量の増加がみられた (Hornshaw et al, 1986)。 

 

a-2.  吸入暴露  

マウスにo-クレゾール50 mg/m3 (26～76 mg/m3) を2時間/日、6日/週の頻度で1か月間吸入暴露

した試験で、自発運動低下、体重増加抑制、肺の水腫及び出血や心筋、肝臓、腎臓及び中枢神

経系 (神経細胞、グリア細胞) の変性がみられた (Uzhdavini et al., 1972)。 

ラットにo-クレゾール9 mg/m3 を4～6時間/日、5日/週の頻度で4か月間吸入暴露した試験で、

条件反射の消失、白血球数の増加、骨髄のErythroid/Myeloid比の減少、ヘキサノール麻酔時間

の延長、上部気道の炎症、肺の浮腫及び血管周囲の線維化がみられた (Uzhdavini et al., 1972)。 

 

b. m-クレゾール  

b-1.  経口投与 

雌雄B6C3F1マウス (1群各5匹) にm-クレゾール 0、300、1,000、3,000、10,000、30,000 ppm (雄 : 

0、53、193、521、1,730、4,710 mg/kg/日相当、雌: 0、66、210、651、2,080、4,940 mg/kg/日相

当) を含む飼料を28日間与えた試験で、雌の300 ppm以上及び雄の1,000 ppm以上に肝臓の相対

重量の増加、雌雄の3,000 ppm以上に腎臓の相対重量増加、10,000 ppm群に体重増加抑制、うず
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くまり、被毛粗剛、雌にあえぎ呼吸、嗜眠、死亡 (雌1匹)、雌雄の30,000 ppm群に体重増加抑制、

脳の重量増加、雌に卵巣、子宮及び乳腺の萎縮、死亡 (雄2匹、雌2匹) がみられた (U.S. NTP, 

1992)。 

雌雄F344ラット (1群各5匹) にm-クレゾール 0、300、1,000、3,000、10,000、30,000 ppm (雄 : 

0、25、85、252、870、2,470 mg/kg/日相当、雌: 0、25、83、252、862、2,310 mg/kg/日相当) を

含む飼料を28日間与えた試験で、雌雄の10,000 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、30,000 ppm

群に体重増加抑制、腎臓の相対重量の増加、子宮の軽度な萎縮がみられた (U.S. NTP, 1992)。  

雌雄SDラット (1群各30匹) にm-クレゾールを 0、50、150、450 mg/kg/日の用量で13週間強

制経口投与した試験で、雌雄の150 mg/kg/日以上に体重増加抑制、450 mg/kg/日群に振戦、嗜眠

がみられた (MBA, 1988c)。なお、本報告は未公開データであるため、原著が入手不可能である

が、EHC、EUでは、信頼性のあるデータとして評価していることから、本評価書では信頼性の

確認されたデータとして判断し、NOAELは50 mg/kg/日とした。 

雌雄SDラット (1群各10匹) にm-クレゾールを 0、50、150、450 mg/kg/日の用量で13週間強

制経口投与した試験で、雌雄の50 mg/kg/日以上に自発運動の低下、呼吸数増加、努力呼吸、流

涎、450 mg/kg/日群の雌に死亡がみられた。なお、神経行動学的検査でわずかな変化がみられ

たが、脳の重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織学的な変化はみられなかった (TRL, 1986)。

この試験のNOAELは50 mg/kg/日としている (U.S. EPA, 2003)。 

ラットにm-クレゾール 450 mg/kg/日を13週間強制経口投与した試験で、精巣に影響はみられ

なかった (MBA, 1988b)。 

 

c. p-クレゾール 

c-1.  経口投与  

雌雄B6C3F1マウス (1群各5匹) にp-クレゾール 0、300、1,000、3,000、10,000 ppm (雄: 0、50、

163、469、1,410 mg/kg/日相当、雌: 0、60、207、564、1,590 mg/kg/日相当) を含む飼料を28日

間与えた試験で、雌雄の300 ppm以上に鼻腔の呼吸上皮の過形成、扁平上皮化生、3,000 ppm以

上に肝臓の重量増加、10,000 ppm群に体重増加抑制、うずくまり、被毛粗剛、嗜眠、死亡 (雄1

匹) がみられた。なお、30,000 ppmで試験したが、全例死亡した。死亡例では骨髄の低形成、

尿細管及び肝細胞の壊死がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄F344ラット (1群各5匹) にp-クレゾール 0、300、1,000、3,000、10,000、30,000 ppm (雄: 0、

25、87、256、835、2,180 mg/kg/日相当、雌: 0、25、83、242、769、2,060 mg/kg/日相当) を含

む飼料を28日間与えた試験で、雌雄の3,000 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、骨髄の低形成、

鼻腔の嗅上皮の萎縮、呼吸上皮の過形成、扁平上皮化生、10,000 ppm以上に腎臓の相対重量の

増加、30,000 ppm群に体重増加抑制、うずくまり、被毛粗剛、削痩、子宮の萎縮がみられた (U.S. 

NTP, 1992)。 

雌雄SDラット (1群各30匹) にp-クレゾールを0、50、175、600 mg/kg/日の用量で13週間強制

経口投与した試験で、175 mg/kg/日以上の雄に腎臓の相対重量の増加、血清タンパクの増加、

雌に赤血球数、ヘモグロビン濃度及びヘマトクリット値の減少、600 mg/kg/日群の雌雄に体重

増加の抑制、嗜眠、昏睡、けいれん、振戦、気管上皮の化生、雌のみに血清アスパラギンアミ

ノトランスフェラーゼ (AST)、アラニンアミノトランスフェラーゼ (ALT) の増加、コレステ
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ロールの増加、死亡がみられた (MBA, 1988b)。なお、本報告は未公開データであるため、原著

が入手不可能であるが、EHC、EUでは、信頼性のあるデータとして評価していることから、本

評価書では信頼性の確認されたデータとして判断し、NOAELは50 mg/kg/日とした。 

雌雄SDラット (1群各10匹) にp-クレゾールを0、50、175、600 mg/kg/日の用量で13週間強制

経口投与した試験で、雌雄の50 mg/kg/日以上に自発運動低下、呼吸数増加、努力呼吸、流涎、

600 mg/kg/日群に死亡がみられた。なお、神経行動学的検査でわずかな変化がみられたが、脳

の重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織学的な変化はみられなかった (TRL, 1986)。 

ラットに p-クレゾール 600 mg/kg/日を 13週間強制経口投与した試験で、精巣に影響はみら

れなかった (MBA, 1988c)。 

 

c-2  経皮投与 

マウスの皮膚に p-クレゾール 0.5%溶液を 6週間適用した試験で、皮膚の腐食及び脱色がみら

れた (Shelley, 1974)。 

 

d. クレゾール混合物 

d-1.  経口投与 

雌雄B6C3F1マウス (1群各5匹) にクレゾール混合物 (m-/p-クレゾール、60%: 40% ) 0、300、

1,000、3,000、10,000、30,000 ppm (雄: 0、50、161、471、1,490、4,530 mg/kg/日相当、雌: 0、65、

200、604、1,880、4,730 mg/kg/日相当) を含む飼料を28日間与えた試験で、雌雄の3,000 ppm以

上に鼻腔の呼吸上皮の過形成、10,000 ppm群に体重増加抑制、30,000 ppm群に体重の減少、う

ずくまり、削痩、被毛粗剛、嗜眠、体温の低下、浅呼吸、振戦、嗅上皮の萎縮及び化生、気管

支上皮の過形成、骨髄の低形成、食道及び前胃の粘膜上皮の過形成、子宮及び卵巣の萎縮がみ

られた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄B6C3F1マウス (1群各10匹) にクレゾール混合物 (m-/p-クレゾール、60%: 40% ) 0、625、

1,250、2,500、5,000、10,000 ppm (雄: 0、96、194、402、776、1,513 mg/kg/日相当、雌: 0、116、

239、472、923、1,693 mg/kg/日相当) を含む飼料を13週間与えた試験で、雌雄の2,500 ppm以上

に鼻腔の呼吸上皮の過形成、5,000 ppm以上に肝臓の相対重量の増加、10,000 ppm群に体重の減

少、うずくまり、被毛粗剛がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄 B6C3F1マウス及び F344ラットに、クレゾール混合物 (m-/p-クレゾール、60%: 40% ) を、

マウスには 0、625、2,500、10,000 ppm、ラットに 0、1,880、7,500、30,000 ppm含む飼料を 13

週間与えた試験で、雄は精子検査、雌は性周期検査を行った試験で、ラットの 7,500 ppm以上

の群で性周期の延長がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄F344ラット (1群各5匹) にクレゾール混合物 (m-/p-クレゾール、60%: 40% ) 0、300、1,000、

3,000、10,000、30,000 ppm (雄: 0、26、90、261、877、2,600 mg/kg/日相当、雌: 0、27、95、268、

886、2,570 mg/kg/日相当) を含む飼料を28日間与えた試験で、雌雄の1,000 ppm以上に肝臓の相

対重量の増加、鼻腔の呼吸上皮の過形成、3,000 ppm以上に甲状腺ろ胞内のコロイド増加、食道

上皮の過形成、角化亢進、10,000 ppm以上に腎臓の相対重量の増加、前胃上皮の過形成、角化

亢進、骨髄の低形成、30,000 ppm群に体重増加抑制、削痩がみられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌雄F344ラット (1群各20匹) にクレゾール混合物 (m-/p-クレゾール、60%: 40% ) 0、1,880、
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3,750、7,500、15,000、30,000 ppm (雄: 0、123、241、486、991、2,014 mg/kg/日相当、雌: 0、131、

254、509、1,024、2,050 mg/kg/日相当) を含む飼料を13週間与えた試験で、雌雄の1,880 ppm以

上に鼻腔の呼吸上皮の過形成、血漿中の胆汁酸の増加、3,750 ppm以上に甲状腺ろ胞内のコロイ

ド増加、7,500 ppm以上に肝臓及び腎臓の相対重量の増加、雌に性周期の延長、15,000 ppm以上

に体重増加抑制、骨髄の低形成、子宮の萎縮、30,000 ppm群に体重の減少、被毛粗剛、削痩が

みられた (U.S. NTP, 1992)。 

雌ラットに o-、m-及び p-クレゾール混合物 (混合比不明) 0、0.14、0.9 ppm (0、0.6、4.0 mg/m3) 

を 4 か月間吸入暴露した試験で、0.9 ppm 群に性周期の延長、一次卵胞数の減少、閉鎖卵胞の

増加等、卵巣の機能と構造への影響がみられた (Pashkova, 1972, 1973)。 

 

e. まとめ 

クレゾール類の反復投与毒性試験は、各異性体及び異性体混合物について主にマウス及びラ

ットを用い、ほとんどが経口投与により試験が行われている。投与期間は28日又は13週間の試

験が多く、長期投与の毒性試験データはない。 

クレゾール類の反復投与毒性試験の結果は、各異性体ともに差異はなく、その主な所見とし

ては、体重増加抑制、肝臓、腎臓等の器官重量の変化、さらに刺激性に起因すると考えられる

呼吸器官及び消化器官に病理組織学的な変化がみられている。短期投与においては、o-クレゾ

ールの吸入暴露試験で、体重増加抑制、肺の出血、心筋臓、肝臓、腎臓及び中枢神経系 (神経

細胞、グリア細胞) の変性がみられている。その他、混合物で、雌に性周期の延長、一次卵胞

の減少など卵巣への影響もみられている。 

これらの試験結果から、NOAELは、ほぼ同じ試験条件下で各異性体について行われた13週間

経口反復投与毒性試験 (MBA, 1988a,b,c) での振戦、昏睡、体重増加抑制、嗜眠、けいれんを指

標とした50 mg/kg/日である。なお、吸入暴露での試験報告はo-クレゾールでの2報告のみで、ラ

ットにo-クレゾール 9 mg/m3 を4か月間吸入暴露した試験で、条件反射の減少、白血球数の増

加、骨髄のE/M比 (erythroid / myeloid) の減少、ヘキサノール麻酔時間の延長、上部気道の炎症、

肺の浮腫及び血管周囲の線維化がみられており、NOAELは得られず、1用量のみの試験で信頼

性は低い。 

 

表 8-5 クレゾールの反復投与毒性試験結果  

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

o-クレゾール  
マウス 
B6C3F1 
雌 

8-10週齢 

経口投与 
(飲水) 

14日間 
 

0、6.5、32.5、65、
130 mg/kg/日 

リンパ器官の重量測定、リンパ細胞の形態
観察、細胞性免疫機能検査及び液性免疫機
能検査の免疫学的検査において、投与の影
響なし。 

CIIT, 1983 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、66、193、
558、1,650、4,480 
mg/kg/日相当、
雌: 0、82、280、

3,000 ppm以上雌雄 : 肝臓の相対重量の増
加 
10,000 ppm以上 
雌雄: 体重増加抑制、子宮の萎縮 

30,000 ppm 
雌雄: 振戦、被毛粗剛、卵巣の萎縮 
死亡 (雄 2匹、雌 1匹) 

U.S. NTP, 
1992 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

763、1,670、5,000 
mg/kg/日相当) 

 

マウス 
B6C3F1雌
雄 

各 10匹/群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、1,250、2,500、
5,000、10,000、
20,000 ppm 
(雄: 0、199、400、
790、1,460、2,723 
mg/kg/日相当、
雌: 0、237、469、
935、1,663、3,205 
mg/kg/日相当) 

2,500 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加 

5,000 ppm以上 
雌雄: 体重の減少 

10,000 ppm以上 
雌雄: 被毛粗剛、うずくまり 

20,000 ppm 
雌雄: 前胃の粘膜上皮の過形成 
雌: 性周期の延長 

U.S. NTP 
1992 

マウス 
B6C3F1 

雌雄 
各 10匹/群  

経口投与 
(混餌) 

13週間 
 

0、1,250、5,000、
20,000 ppm 

1,250 ppm以上 
雄: 精子の運動性、濃度に影響なし 

20,000 ppm 
雌: 性周期の延長 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344 
雌雄 

 

経口投与 
(混餌) 

13週間 
 

0、1,880、7,500、
30,000 ppm 
(雄: 0、126、510、
2,024 mg/kg/日
相当、雌: 0、129、
513、2,028 
mg/kg/日相当) 

1,880 ppm以上 
雄: 精子の運動性、濃度に影響なし 
雌: 性周期に異常なし 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344 
雌雄 
各 5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、27、87、
266、861、2,610 
mg/kg/日相当、
雌: 0、27、89、
271、881、2,510 
mg/kg/日相当) 

3,000 ppm以上雌雄: 肝臓及び腎臓の相対
重量の増加 
30,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制 
 
 

 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344 
雌雄 
各 20匹/群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、1,880、3,750、
7,500、15,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、126、247、
510、1,017、2,024 
mg/kg/日相当、
雌: 0、129、256、
513、1,021、2,028 
mg/kg/日相当) 

7,500 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加、骨髄の低形
成 

雌: 性周期の延長 
15,000 ppm以上 
雌雄: 体重増加抑制、血漿中の胆汁酸の増
加 

30,000 ppm 
雌雄: 体重の減少 

 

U.S. NTP 
1992 

ラット  
SD 
雌雄  
各 30匹/群  

強制経口
投与  

13週間  
毎日  

0、50、175、600 
mg/kg/日  

175 mg/kg/日以上  
雌: 振戦、昏睡  

600 mg/kg/日  
 
雌雄: 体重増加抑制、嗜眠、けいれん  
死亡  (雄 9匹、雌 19匹) 
  

NOAEL: 50 mg/kg/日(本評価書の判断) 

MBA, 1988a 

ラット 
SD 
雌雄 
各 10匹/群 

強制経口
投与 

13週間 
毎日 

0、50、175、450、
600 mg/kg/日 

50 mg/kg/日以上 
雌雄: 自発運動低下、呼吸数増加、努力呼
吸、流涎 

450 mg/kg/日以上 
雌雄: けいれん 
死亡: (雄 1匹、雌 1 匹) 

600 mg/kg/日 

TRL, 1986 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

死亡(雄 4匹、雌 7 匹) 
 
神経行動学的検査でわずかな変化。脳の
重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織
学的な変化なし。 

 
NOAEL: 50 mg/kg/日(U.S. EPA, 2003) 

ラット 
Wistar 
雄 

40匹/群 

経口投与 
(飲水) 

20週間 300 ppm 
(36 mg/kg/日相
当) 

脳グリア細胞の 2’,3’-サイクリックヌクレ
オチドの増加、ホスホヒドラーゼ活性の増
加 
脳のアゾリダクターゼ活性及びグルタチオ
ンの減少 

Savolainen 
1979 

ラット 
F344/N 
雌雄 
各 20匹/
群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、1,880、7,500、
30,000 ppm 

1,880 ppm以上 
雄: 精子の運動性、濃度に影響なし 
雌: 影響なし 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
SD 
各 30匹/
群 

強制経口
投与 

13週間 600 mg/kg/日 精巣に影響なし MBA, 1988 a 

ミンク 
雌雄 
各 5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、240、432、778、
1,400、2,520 ppm 
(雄: 0、35、80、
125、200、320 
mg/kg/日相当、
雌: 0、55、120、
190、300、480 
mg/kg/日相当) 

432 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加、 

1,400 ppm以上 
雌雄: 赤血球数の減少 

2,520 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、ヘモグロビンの減
少、心臓の相対重量の増加 

 

Hornshaw et 
al., 1986 

フェレット 
雌雄 
各5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、432、778、
1,400、2,520、
4,536 ppm 
(雄: 0、45、85、
140、290、400 
mg/kg/日相当、
雌: 0、80、150、
240、530、720 
mg/kg/日相当) 

1,400 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加 

4,536 ppm 
雌雄: 赤血球数の減少、腎臓の相対重量の
増加 

2,520、4,536 ppm 
雄: 精巣重量の増加 

Hornshaw et 
al., 1986 

フェレッ
ト 

 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、2,520、4,536 
mg/kg/日 

精巣重量の増加 Hornshaw et 
al, 1986 

マウス 
 
吸入暴露 1か月間 

2時間/日 
6日/週 

50 mg/m3 

(26-76 mg/m3) 
自発運動低下、体重増加抑制、肺の水腫及
び出血、心筋、肝臓、腎臓及び中枢神経系 
(神経細胞、グリア細胞) の変性 

Uzhdavini et 
al., 1972 

ラット 吸入暴露 4か月間 
4-6時間/
日 

5日/週 

9 mg/m3 

 
条件反射の消失、白血球数の増加、骨髄の
Erythroid /Myeloid比の減少、ヘキサノール
麻酔時間の延長、上部気道の炎症、肺の浮
腫及び血管周囲の線維化 

Uzhdavini et 
al., 1972 

ラット 
F344 
雄 

静脈内投
与 

15分間 13.5 mg 
(0.9 mg/分) 

体制感覚の誘発電位及び脳波(EEG)の変
化 、振戦 

Mattsson et 
al., 1989 

m-クレゾール 
マウス 
B6C3F1 
雌雄 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 

300 ppm以上 
雌: 肝臓の相対重量の増加 

1,000 ppm以上 

U.S. NTP, 
1992 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

各5匹/群 (雄: 0、53、193、
521、1,730、4,710 
mg/kg/日相当、
雌: 0、66、210、
651、2,080、4,940 
mg/kg/日相当) 

雄: 肝臓の相対重量の増加 
3,000 ppm以上 
雌雄: 腎臓の相対重量増加 

10,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、うずくまり、被毛粗
剛 
雌: あえぎ呼吸、嗜眠、死亡 (1 匹) 

30,000 ppm 
雌雄: 体重増加の抑制、脳の重量増加 
雌: 卵巣、子宮及び乳腺の萎縮、死亡 (雄

2匹、雌 2匹) 
ラット 
F344 
雌雄 
各5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、25、85、
252、870、2,470 
mg/kg/日相当、
雌: 0、25、83、
252、862、2,310 
mg/kg/日相当) 
 

10,000 ppm以上雌雄 : 肝臓の相対重量の
増加 
30,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、腎臓の相対重量の増
加、子宮の軽度な萎縮 

 
 

U.S. NTP, 
1992 

ラット  
SD 
雌雄  
各30匹/群  

強制経口
投与  

13週間  
毎日  

0、50、150、450 
mg/kg/日  

150 mg/kg/日以上  
雌雄: 体重増加抑制 

450 mg/kg/日  
雌雄: 振戦、嗜眠  
 

NOAEL: 50 mg/kg/日(本評価書の判断) 

MBA, 1988c 

ラット 
SD 
雌雄 
各10匹/群 

強制経口
投与 

13週間 
毎日 

0、50、150、450 
mg/kg/日 

50 mg/kg/日以上 
雌雄: 自発運動低下、呼吸数増加、努力呼
吸、流涎 

450 mg/kg/日 
死亡: (雌 1匹) 
 
神経行動学的検査でわずかな変化。脳の
重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織
学的な変化なし。 

 
NOAEL: 50 mg/kg/日(U.S.EPA , 2003) 

TRL, 1986 

ラット 
SD 
雄 

5匹/群 
 

強制経口
投与 

13週間 450 mg/kg/日 精巣に影響なし MBA, 1988 b 

p-クレゾール  
マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 5匹/群 

 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、50、163、
469、1,410、no 
data mg/kg/日相
当、雌: 0、60、
207、564、1,590、
no data mg/kg/日
相当) 
 
(30,000 ppm群

300 ppm以上 
雌雄: 鼻腔の呼吸上皮の過形成、扁平上皮
化生 

3,000 ppm以上 
雌雄: 肝臓の重量増加 

10,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、うずくまり、被毛粗
剛、嗜眠 

死亡: (雄 1匹) 
30,000 ppm 
死亡: (雄 5匹、雌 5 匹)、 
死亡例では骨髄の低形成、尿細管及び肝細

U.S. NTP, 
1992 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

では全例死亡の
ため投与量単位
への換算不可 ) 

胞の壊死 
 

ラット 
F344 
雌雄 
各5匹/群 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、25、87、
256、835、2,180 
mg/kg/日相当、
雌: 0、25、83、
242、769、2,060 
mg/kg/日相当) 

3,000 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加、骨髄の低形
成、鼻腔の嗅上皮の萎縮、呼吸上皮
の過形成、扁平上皮化生 

10,000 ppm以上 
雌雄: 腎臓の相対重量の増加 

30,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、うずくまり、被毛
粗剛、削痩、子宮の萎縮   

U.S. NTP, 
1992 

ラット  
SD 
雌雄  
各30匹/群  

強制経口
投与  

13週間  
毎日  

0、50、175、600 
mg/kg/日  

175 mg/kg/日以上  
雌: 赤血球数、ヘモグロビン濃度、ヘマ
トクリット値の減少  
雄: 腎臓の相対重量の増加、血清タンパ
クの増加  

600 mg/kg/日  
死亡  
雌雄: 体重増加抑制、嗜眠、昏睡、けい
れん、振戦、気管上皮の化生  

雌: 血清 AST、ALTの増加、コレステロ
ールの増加  

 
NOAEL: 50 mg/kg/日(本評価書の判断) 

MBA, 1988b 

ラット 
SD 
雌雄 
各10匹/群 

強制経口
投与 

13週間 
毎日 

0、50、175、600 
mg/kg/日 

50 mg/kg/日以上 
雌雄: 自発運動の低下、呼吸数増加、努
力呼吸、流涎 

600 mg/kg/日 
死亡 

 
神経行動学的検査でわずかな変化。脳の
重量変化、脳及び他の神経組織に病理組織
学的変化なし。 

TRL, 1986 

ラット 
SD 
各5匹/群 

強制経口
投与 

13週間 600 mg/kg/日 精巣に影響なし MBA, 1988 c 

マウス 経皮投与 6週間 0.5%溶液 皮膚の腐食及び脱色がみられた。 Shelley, 1974 
クレゾール混合物  
マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 5匹/群 

 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、50、161、
471、1,490、4,530 
mg/kg/日相当、
雌: 0、65、200、
604、1,880、4,730 
mg/kg/日相当) 
 
m-/p-＝60/40 

3,000 ppm以上 
雌雄: 鼻腔の呼吸上皮の過形成 

10,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制 

30,000 ppm 
雌雄: 体重の減少、うずくまり、削痩、被
毛粗剛、嗜眠、体温の低下、浅呼
吸、振戦、嗅上皮の萎縮及び化生、
気管支上皮の過形成、骨髄の低形
成、食道及び前胃の粘膜上皮の過
形成、子宮及び卵巣の萎縮 

U.S. NTP, 
1992 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各10匹/群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、625、1,250、
2,500、5,000、
10,000 ppm 
 
(雄: 0、96、194、
402、776、1,513 

2,500 ppm以上 
雌雄: 鼻腔の呼吸上皮の過形成 

5,000 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加 

10,000 ppm 
雌雄: 体重の減少、うずくまり、被毛粗剛 

U.S. NTP, 
1992 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

mg/kg/日相当、
雌: 0、116、239、
472、923、1,693 
mg/kg/日相当) 
 
m-/p-＝60/40 

 
 

 

マウス 
B6C3F1 

雌雄 

各 10匹/群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、625、2,500、
10,000 ppm 
 
m-/p-＝60/40 

雄: 精子の運動性、濃度に影響なし 
雌: 影響なし 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344 
雌雄 
各 5匹/群 

 

経口投与 
(混餌) 

28日間 0、300、1,000、
3,000、10,000、
30,000 mg/kg/日 
(雄: 0、26、90、
261、877、2,600 
mg/kg/日相当、
雌: 0、27、95、
268、886、2,570 
mg/kg/日相当) 
 
m-/p-＝60/40 

1,000 ppm以上 
雌雄: 肝臓の相対重量の増加、鼻腔の呼吸
上皮の過形成 

3,000 ppm以上 
雌雄: 甲状腺ろ胞内のコロイド増加、食道
上皮の過形成、角化亢進 

10,000 ppm以上 
雌雄: 腎臓の相対重量の増加、前胃上皮の
過形成、角化亢進、骨髄の低形成 

30,000 ppm 
雌雄: 体重増加抑制、削痩 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344 
雌雄 
各 20匹/群 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、1,880、3,750、
7,500、15,000、
30,000 ppm 
(雄: 0、123、241、
486、991、2,014 
mg/kg/日相当、
雌: 0、131、254、
509、1,024、2,050 
mg/kg/日相当) 
 
m-/p-＝60/40 

1,880 ppm以上 
雌雄: 鼻腔の呼吸上皮の過形成、血漿中の
胆汁酸の増加 

3,750 ppm以上 
雌雄: 甲状腺ろ胞内のコロイド増加 

7,500 ppm以上 
雌雄: 肝臓及び腎臓の相対重量の増加 
雌: 性周期の延長 

15,000 ppm以上 
雌雄: 体重増加抑制、骨髄の低形成、子宮
の萎縮 

30,000 ppm 
雌雄: 体重の減少、被毛粗剛、削痩 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
F344/N 
雌雄 

 

経口投与 
(混餌) 

13週間 0、1,880、7,500、
30,000 ppm 
 
m-/p-＝60/40 

雄: 精子の運動性、濃度に影響なし 
雌:  
7,500 ppm以上: 性周期の延長 

U.S. NTP, 
1992 

ラット 
雌 

吸入暴露 4か月間 0 、 0.14 、 0.9 
ppm(0、0.6、4.0 
mg/m3) 
 
o-/m- /p-の混合
比不明 

0.9 ppm: 性周期の延長、一次卵胞数の減少、
閉鎖卵胞の増加 

Pashkova, 
1972, 1973 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

8.3.5 生殖・発生毒性  

クレゾールの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 8-6に示す。 

a. o-クレゾール   

a-1. 生殖毒性  

雌雄 SDラット (1群各 25匹) に o-クレゾールの 0、30、175、450 mg/kg/日を、F0動物には
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交配 10週間前から、交配期、妊娠期及び授乳期、F1動物には離乳後 11週間と、交配期、妊娠

期、授乳期に強制経口投与した試験で、F0 動物では、450 mg/kg/日群で体重増加抑制、自発運

動低下、運動失調、攣縮、振戦、死亡、F1動物でも 175 mg/kg/日以上の群で同様の症状がみら

れ、450 mg/kg/日群では体重増加抑制と死亡がみられた。しかし、これらの動物には生殖機能

や生殖器の形態に変化はみられなかった (BRRC, 1989 a,b,c )。 

a-2. 発生毒性  

雌ラットに o-クレゾールを、それぞれ 0、30、175、450 mg/kg/日で妊娠 6～15日目に強制経

口投与した試験で、450 mg/kg/日群で母動物に死亡、摂餌量減少、体重増加抑制、異常呼吸音、

自発運動低下、運動失調、振戦がみられた。胎児への影響は、450 mg/kg/日群で側脳室の拡張

がみられた (BRRC, 1988a)。 

雌ウサギに o-クレゾールを 0、5、50、100 mg/kg/日で、妊娠 6～18日目に強制経口投与した

試験で、50 mg/kg/日以上の群で母動物に呼吸音増大、眼脂、自発運動低下がみられた。また胎

児への影響は、100 mg/kg/日群で表皮下の血腫 (頭部)、胸骨骨化遅延がみられた (BRRC, 1988b)。 

 

b. m-クレゾール  

b-1. 生殖毒性 

雌雄 SDラット (1群各 25匹) に m-クレゾール 0、30、175、450 mg/kg/日を、F0動物には交

配 10週間前から交配期、妊娠期、授乳期、F1動物には離乳後 11週間と交配期、妊娠期、授乳

期に強制経口投与した試験で、F0 動物では、450 mg/kg/日群で体重増加抑制、自発運動低下、

運動失調、攣縮、振戦、死亡、F1動物では、30 mg/kg/日以上群で体重増加抑制、175 mg/kg/日

群以上で努力呼吸、摂餌量減少、450 mg/kg/日群で自発運動低下、運動失調、攣縮、振戦、死

亡がみられた。しかし、これらの動物には生殖機能や生殖器の形態に変化はみられなかった。

m-クレゾールを 450 mg/kg/日投与した F0動物では精子数減少、精のう萎縮がみられたが、これ

らの症状は死後の変化か、非特異的ストレスによるもので、投与の影響ではないと著者らは述

べている (BRRC, 1989c)。 

b-2. 発生毒性 

雌ラットに m-クレゾールを 0、30、175、450 mg/kg/日で妊娠 6～15日目に強制経口投与した

試験で、450 mg/kg/日群で母親に摂餌量減少、体重増加抑制、異常呼吸音、自発運動低下、運

動失調、振戦、死亡がみられた。胎児への影響はみられなかった (BRRC, 1988a)。 

雌ウサギに m-クレゾール 0、5、50、100 mg/kg/日を、妊娠 6～18日目に強制経口投与した試

験で、50 mg/kg/日以上の群で母親に呼吸音増大、眼脂、自発運動低下がみられたが、胎児への

影響はみられなかった (BRRC, 1988b)。 

 

c. p-クレゾール 

c-1. 生殖毒性  

雌雄 SDラット (1群各 25匹) に o-クレゾール 0、30、175、450 mg/kg/日を、F0動物には交

配 10週間前から、交配期、妊娠期、授乳期、F1動物には離乳後 11 週間と交配期、妊娠期、授

乳期に強制経口投与した試験で、F0動物では、450 mg/kg/日群で体重増加抑制、自発運動低下、

運動失調、攣縮、振戦、死亡、F1動物でも 175 mg/kg/日群で口周囲の湿潤、尿による下腹部汚
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染、450 mg/kg/日群で体重増加抑制、摂餌量減少、自発運動低下、運動失調、攣縮、振戦、死

亡がみられた。しかし、これらの動物には生殖機能や生殖器の形態に変化はみられなかった。

p-クレゾール 450 mg/kg/日群の F1動物では精子数減少がみられたが、この症状は死後の変化か、

非特異的ストレスによるもので、投与の影響ではないと著者らは述べている  (BRRC, 

1989a,b,c )。 

c-2. 発生毒性  

雌ラットに p-クレゾール 0、30、175、450 mg/kg/日を妊娠 6～15日目に強制経口投与した試

験で、450 mg/kg/日群で母動物に摂餌量減少、体重増加抑制、異常呼吸音、自発運動低下、運

動失調、振戦、死亡がみられた。胎児への影響は、450 mg/kg/日群で側脳室の拡張がみられた 

(BRRC, 1988a)。 

雌ウサギに p-クレゾール 0、5、50、100 mg/kg/日を、妊娠 6～18日目に強制経口投与した試

験で、50 mg/kg/日以上の群で母動物に呼吸音増大、眼脂、自発運動低下がみられたが、胎児に

毒性や奇形はみられなかった (BRRC, 1988b)。 

 

d. クレゾール混合物 

雌雄 ICRマウスに m-/p-クレゾール混合物 (混合比 59:41) 0、0.25、1.0、1.5% (0、2,500、10,000、

15,000 mg/kg/日) を含む飼料を 14週間与えた試験で、1.5%群で F0では体重及び精のうの相対

重量の減少、産児数の減少、及び出生児の体重減少、F2では体重減少がみられた。F1では生殖

能力に影響はみられなかった。この他、1.0%以上の群の F1では雌雄で体重減少、雄で精のうの

相対重量及び前立腺重量の減少がみられた (Izard et al., 1992)。 

 

e. まとめ 

クレゾールの生殖毒性については、生殖に関する影響としてはマウスの高用量群で産児数及

び出生児体重の減少がみられているのみで、その他の生殖パラメータについての影響はみられ

ていない。発生毒性については、親動物に一般毒性がみられる用量で一部の児動物に側脳室の

拡張、胸骨骨化遅延等がみられている。また、ラットを用い、m-クレゾールを交配 10 週間前

から、交配期、妊娠期、授乳期、F1 動物には離乳後 11 週間と交配期、妊娠期、授乳期に投与

した試験で、F1世代の 30 mg/kg/日に体重増加抑制がみられているが、親動物より低い用量であ

ることから、生殖・発生毒性を指標とした LOAELは 30 mg/kg/日と本評価書では判断した。 

 

表 8-6 クレゾールの生殖・発生毒性試験結果  

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

o-クレゾール  
ラット 

SD 
雌雄 
各25匹/群 

強制経口
投与 

F0 動物には交
配 10 週間前か
ら、交配期、妊
娠期、授乳期、
F1 動物には離
乳後 11週間と、
交配期、妊娠
期、授乳期 

0、 30、 175、 450 
mg/kg/日 

F0動物 
450 mg/kg/日：体重増加抑制、自発運
動低下、運動失調、攣縮、振戦、
死亡 

F1動物 
175 mg/kg/日以上：体重増加抑制、自
発運動低下、運動失調、攣縮、振
戦 

BRRC, 
1989a,b,c 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

450 mg/kg/日：体重増加抑制、死亡 
 

 
生殖機能や生殖器官の形態に変化なし 
 
 

ラット 
 
強制経口
投与 

妊娠 6-15日目 0、 30、 175、 450 
mg/kg/日 

母動物 
450 mg/kg/日：摂餌量減少、体重増加
抑制、異常呼吸音、自発運動低下、
運動失調、振戦、死亡、 

胎児 
450 mg/kg/日：側脳室の拡張 
 

BRRC, 
1988a 

ウサギ 
 
 

強制経口
投与 
 

 

妊娠 6-18日目 
 
 

0、5、50、100 mg/kg/
日 
 
 

母動物 
50 mg/kg/日以上：異常呼吸音、眼脂、
自発運動低下 

胎児 
100 mg/kg/日：表皮下の血腫(頭部)、
胸骨骨化遅延 

 
 

BRRC, 
1988b 
 
 

m-クレゾール 
ラット  

SD 
各25匹/群  

強制経口
投与  

F0動物には交
配 10週間前か
ら、交配期、妊
娠期、授乳期、
F1動物には離
乳後 11週間と、
交配期、妊娠
期、授乳期  

0、 30、 175、 450 
mg/kg/日  

F0動物  
450 mg/kg/日：体重増加抑制、自発運
動低下、運動失調、攣縮、振戦、
死亡、  

F1動物  
  30 mg/kg/日以上：体重増加抑制 

175 mg/kg/日以上：努力呼吸、摂餌量
減少、自発運動低下、運動失調、
攣縮、振戦  

450 mg/kg/日：  
自発運動低下、運動失調、攣縮、振
戦、死亡  

 
生殖機能や生殖器官の形態に変化なし  
 
LOAEL: 30 mg/kg/日  (本評価書判断) 

BRRC, 
1989a,b,c 

ラット 
 
強制経口
投与 

妊娠 6-15日目 0、 30、 175、 450 
mg/kg/日 

母動物 
450 mg/kg/日：摂餌量減少、体重増加
抑制、異常呼吸音、自発運動低下、
運動失調、振戦、死亡 

胎児 
30 mg/kg/日以上：影響なし 

BRRC, 
1988a 

ウサギ 
 
強制経口
投与 
 

妊娠 6-18日目 
 

0、5、50、100 mg/kg/
日 
 

母動物 
50 mg/kg/日以上：異常呼吸音、眼脂、
自発運動低下 
胎児 

5 mg/kg/日以上：影響なし 

BRRC, 
1988b 
 

p-クレゾール  
ラット 

SD 
1群各 
25匹 

強制経口
投与 

F0動物には交
配 10週間前か
ら、交配期、妊
娠期、授乳期、
F1動物には離

0、 30、 175、 450 
mg/kg/日 

F0動物 
450 mg/kg/日：、体重増加抑制、自発
運動低下、運動失調、攣縮、振戦、
死亡 

F1動物 

BRRC, 
1989a,b,c 
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動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

乳後 11週間と、
交配期、妊娠
期、授乳期 

175 mg/kg/日：口周囲の湿潤、尿によ
る下腹部汚染 
 450 mg/kg/日：、体重増加抑制、摂
餌量減少、自発運動低下、運動失
調、攣縮、振戦、死亡 

 
生殖機能や生殖器官の形態に変化なし 
 
 

ラット 
 
強制経口
投与 

妊娠 6-15日目 0、 30、 175、 450 
mg/kg/日 

母動物 
450 mg/kg/日：摂餌量減少、体重増加
抑制、異常呼吸音、自発運動低下、
運動失調、振戦、死亡 

胎児 
450 mg/kg/日：側脳室の拡張 

BRRC, 
1988a 

ウサギ 
 
強制経口
投与 

妊娠 6-18日目 
 

0、5、50、100 mg/kg/
日 
 

母動物 
50 mg/kg/日以上：異常呼吸音、眼脂、
自発運動低下、死亡 

胎児 
5 mg/kg/日以上：影響なし 

 

BRRC, 
1988b 

クレゾール混合物  
マウス 

ICR 
雌雄 

 

経口投与 
(混餌) 

 

14週間 
 

0 、 0.25 、 1.0 、
1.5%(0 、 2,500 、
10,000 、 15,000 
mg/kg/日) 
 
m-/p-＝59/41 
 

F0動物 
1.5%：体重、相対精のう重量の減少、
産児数、出生児の体重減少 

F1動物 
1.0%以上： 
雌雄;体重減少 
雄;相対精のう重量及び前立腺重量
の減少 

 
 
生殖能力に影響はみられなかった。 
F2動物 

1.5%：体重減少 
 

Izard et al., 
1992 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

8.3.6 遺伝毒性 

クレゾールの遺伝毒性試験結果を表 8-7、遺伝毒性試験結果 (まとめ) を表 8-8に示す。 

in vitro 

o-、m-及び p-クレゾール及びクレゾール混合物 (o-: m- : p-＝1: 1: 1) は、ネズミチフス菌を用

いた復帰突然変異試験で、いずれもS9添加の有無に拘わらず変異原性を示さなかった (Douglas 

et al., 1980; Florin et al., 1980; Haworth et al., 1983; Litton Bionetics, 1980,1981; Nestman et al., 1980; 

Pool and Lin, 1982; Yahagi et al., 1975; Zeiger et al., 1992)。 

マウスリンフォーマ細胞を用いた tk 遺伝子座における前進突然変異試験では、o-、m-及び p-

クレゾールは、いずれも S9添加の有無に拘わらず陰性あったが (Hazleton Labs., 1988c; Litton 

Bionetics, 1981)､クレゾール混合物 (o-: m-: p-＝1: 1: 1) は S9 添加で陽性を示した (Litton 
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Bionetics, 1980,1981)。 

チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細胞を用いた染色体異常試験で、o-及び p-クレゾール

は S9 添加の有無に拘わらず染色体異常を誘発したが､ m-クレゾールは誘発しなかった  

(Hazleton Labs., 1988a)。 

o-クレゾール及びクレゾール混合物 (o-: m- : p-＝1: 1: 1) は、S9添加の有無に拘わらず CHO

細胞に姉妹染色分体交換を誘発したが､ヒト線維芽細胞及びヒトリンパ球には o-、m-及び p-ク

レゾールは、いずれも S9無添加で姉妹染色分体交換を誘発しなかった (Cheng and Klingerman, 

1984; Jansson et al., 1986; Litton Bionetics, 1981)。 

o-及び m-クレゾールは、ラット培養肝細胞を用いた in vitro 不定期 DNA合成試験で陰性であ

ったが､クレゾール混合物 (o-: m- : p-＝1: 1: 1) は、S9無添加で陽性を示した (Hazleton Labs., 

1988d,f; Litton Bionetics, 1980,1981)。p-クレゾールは、ヒトリンパ球を用いた不定期 DNA合成

試験で、S9無添加で弱い陽性を示した (Daugherty and Franks, 1986)。 

m-クレゾールは、SV40-シリアンハムスター腎細胞系において S9無添加で弱い SV40 誘発活

性を示した (Moore and Coohill, 1983)。 

o-、m-及び p-クレゾールは、いずれも SV-40で形質転換したチャイニーズハムスター胎児細

胞においてウイルス DNAを増幅しなかった (Pool et al., 1989)。 

p-クレゾール及びクレゾール混合物 (o-: m- : p-＝1: 1: 1) は、BALB/c 3T3細胞に S9無添加で

形質転換を誘起したが、o-及び m-クレゾールは、S9 添加の有無に拘わらず形質転換を誘起しな

かった (Hazleton Labs., 1988b,d,f; Litton Bionetics, 1980,1981)。 

 

in vivo 

ショウジョウバエに o-及び p-クレゾールを含む飼料を与えた試験で、o-及び p-クレゾールは、

いずれも伴性劣性致死突然変異を誘発しなかった (Hazleton Labs., 1989a,d,e)。 

マウスに o-クレゾールを投与した試験で､骨髄、肺胞マクロファージ及び肝細胞で姉妹染色

分体交換頻度の増加はみられなかった (Cheng and Klingerman, 1984)。 

o-クレゾールを含む飼料をマウスに 13 週間与えた小核試験で､末梢血において小核の誘発は

みられなかった (U.S NTP, 1990/1991,1992)。また、クレゾール混合物 (m- : p-＝60: 40) は、マウ

スを用いた試験で末梢血赤血球に小核を誘発しなかった (U.S. NTP, 1992)。 

o-及び p-クレゾールは、マウスへの強制経口投与試験で、優性致死を誘発しなかった 

(Hazleton Labs., 1989a,b)。 

m-クレゾールは、マウスを用いた単回強制経口投与試験で､骨髄細胞に染色体異常を誘発し

なかった (Hazleton Labs., 1989c)。 

クレゾール混合物 (o-: m- : p-＝1: 1: 1) は、ショウジョウバエを用いた染色体異常試験で、陰

性を示した (Hadorn et al., 1949)。 

 

e. まとめ 

o-クレゾールは、ほとんどの in vitro 試験で陰性が報告されており､CHO 細胞を用いた染色体

異常試験及び姉妹染色分体交換試験においてのみ陽性が報告されている。複数の試験データ間

にはいくらか食い違いはみられるが、o-クレゾールは、用いる細胞など条件によっては in vitro
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で染色体異常を誘発すると考えられる。げっ歯類を用いた in vivo試験では全て陰性であった。 

m-クレゾールは、シリアンハムスター腎細胞において弱い SV40 誘発活性を示しているが､

その他の in vitro 及び in vivo試験においては全て陰性の報告で、遺伝毒性を有さないと考えら

れる。 

p-クレゾールは、in vitro試験で突然変異あるいは姉妹染色分体交換などを誘発しないが、CHO

細胞に染色体異常を、BALB/c 3T3細胞に形質転換を、また、in vitro でヒト末梢リンパ球に不

定期 DNA合成を誘発する。しかし、in vivo試験では全て陰性を示している。クレゾール異性

体の 1混合物は、マウスリンフォーマ試験、CHO細胞を用いた姉妹染色分体交換試験、ラット

培養肝細胞を用いた不定期DNA合成試験及び BALB/c 3T3細胞を用いた形質転換試験において

陽性を示したが、in vivoでは陰性であった。 

以上のことから、o-、m-及び p-クレゾールは、一部の in vitro 試験において DNA損傷あるい

は染色体異常などで遺伝毒性を示しているが､ in vivo試験では全て陰性であり、各クレゾール

異性体がヒトやほ乳動物に遺伝毒性を示す可能性は低いと考えられる。 

 

 

表 8-7 クレゾールの遺伝毒性試験結果  
結果 1, 2) 

試験方法 使用細胞種・動物種 
－S9 ＋S9 

文献 

o-クレゾール  
ネズミチフス菌 TA98、TA100、
A1535、TA1537、TA1538 
プレート法 
0.005-50μL/plate 
ラット S9(Arochlor 1254誘導) 

－    － Douglas et al., 1980; Florin 
et al., 1980; Litton 
Bionetics, 1981; Pool & 
Lin, 1982 

復帰突然変異試験 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
A1535、TA1537 
プレインキュベーション法 
純度 97% 
1-100μg/plate 
ラット及びハムスターS9(Aroclor 
1254誘導) 

－    －  Haworth et al., 1983 

前進突然変異試験 マウスリンフォーマ L5178Y(TK＋
/-)細胞 
15.6-250 nL/mL(-S9) 
3.91-62.5 nL/mL(＋S9) 
ラット S9(Arochlor 1254誘導) 

－    － Litton Bionetics, 1981 

染色体異常試験 CHO細胞 
10-300μg/mL(-S9) 
50-1,000μg/mL(＋S9) 
ラット S9 

＋     ＋ Hazleton Labs., 1988a 

不定期 DNA合成試験 ラット培養肝細胞 
0.5-50 nL/mL 

－  ND Litton Bionetics, 1981 

姉妹染色分体交換試験 CHO細胞 
12.5-75μL/mL(-S9) 
400-700μL/mL(＋S9) 
ラット S9(Arochlor 1254誘導) 

＋     ＋ Litton Bionetics, 1981 

 

細胞形質転換試験 ヒト線維芽細胞 
800 mg/L 

－  ND Cheng & Kligerman, 1984 
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結果 1, 2) 
試験方法 使用細胞種・動物種 

－S9 ＋S9 
文献 

細胞形質転換試験 マウス BALB/c 3T3 －  － 
 

Hazleton Labs., 1988b 
Litton Bionetics, 1981 

ウイルスDNA増幅試験 ヒトリンパ球 －  ND Jansson et al., 1986 

 

ウイルスDNA増幅試験 SV40 形質転換チャイニーズハムス
ター細胞 

－  ND Pool et al., 1989 

伴性劣性致死試験 ショウジョウバエ 
経口投与 
100、500、1,000μg/L 

－ Hazleton Labs., 1989d 

小核試験 マウス及びラット 
経口(混餌)投与、13週間 
0.5-2.0% 

－ U.S. NTP , 1990/1991 

優性致死試験 ICRマウス雄 
強制経口投与 
75、250、750 mg/kg 

－ Hazleton Labs., 1989a,b 

マウス(骨髄、肺胞マクロファージ、
肝臓) 
腹腔内投与 
200 mg/kg 

－ Cheng & Kligerman, 1984 

in vivo 

姉妹染色分体交換試験 

マウス (末梢血) － U.S. NTP, 1992 
m-クレゾール 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
A1535、TA1537、TA1538 
プレート法 

－    － Douglas et al., 1980; Florin 
et al., 1980; Haworth et al., 
1983 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
A1535、TA1537 
プレート法 

－    － Pool & Lin, 1982; Nestman 
et al., 1980 

復帰突然変異試験 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
A1535、TA1537 
プレインキュベーション法 
純度 99%、 
3.3-333μg/plate 
ラット及びハムスターS9(Aroclor 
1254誘導) 

－    － Haworth et al., 1983 

前進突然変異試験 マウスリンフォーマ L5178Y (TK＋/-)
細胞 
13-520μg/mL 

－    － Hazleton Labs., 1988c 

染色体異常試験 CHO細胞 －    － Hazleton Labs., 1988a 
不定期 DNA合成試験 ラット培養肝細胞 

0.251-10μg/mL 
－  ND Hazleton Labs., 1988e 

ヒト線維芽細胞  －   ND Cheng & Kligerman, 1984 姉妹染色分体交換試験 

ヒトリンパ球    － Jansson, 1986 
細胞形質転換試験 マウス BALB/c 3T3 

純度 99.8% 
4-72 nL/mL 

－    － Hazleton Labs., 1988d, f 

SV40 誘発試験 SV40-シリアンハムスター腎細胞 (＋)  ND Moor & Coohill, 1983 

in vitro 

ウイルスDNA増幅試験 SV40 形質転換チャイニーズハムス
ター細胞 

－  ND Pool et al., 1989 

姉妹染色分体交換試験 マウス雄 (骨髄、肺胞マクロファー
ジ、肝臓) 
腹腔内投与 
200 mg/kg 

－ Cheng & Kligerman, 1984 in vivo 

染色体異常試験 マウス (骨髄) 
強制経口投与 
96、320、960 mg/kg 

－ Hazleton Labs., 1989c 

p-クレゾール  
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結果 1, 2) 
試験方法 使用細胞種・動物種 

－S9 ＋S9 
文献 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
TA1535、TA1537 
プレート法 

－    － Douglas et al., 1980; Florin 
et al., 1980; Haworth et al., 
1983; Pool & Lin, 1982 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
TA1535、TA1537 
プレインキュベーション法 
ラット及びハムスターS9 
3.3-333μg/plate 

－    － Yahagi et al., 1975 

復帰突然変異試験 

ネズミチフス菌 TA98、TA100、
TA1535、TA1537 
プレインキュベーション法 
純品 
3.3-333μg/plate 
ラット及びハムスターS9 (Aroclor 
1254誘導) 

－    － Haworth et al., 1983 

前進突然変異試験 マウスリンフォーマ L5178Y(TK＋
/-)細胞 

－    － Hazleton Labs., 1988c 

染色体異常試験 CHO細胞 
15-301μg/mL(-S9) 
301-902μg/mL(＋S9) 
ラット S9 

＋     ＋ Hazleton Labs., 1988a 

不定期 DNA合成試験 ヒト末梢血リンパ球 
5-25μM 

(＋)   ND Daugherty & Franks, 1986 

姉妹染色分体交換試験 ヒト線維芽細胞 
0.008-30 mM  

－   ND Cheng & Kligerman, 1984 

細胞形質転換試験 ヒトリンパ球 
0-0.5 mM  

－ Jansson et al., 1986 

細胞形質転換試験 マウス BALB/c 3T3 ND  － Hazleton Labs., 1988d 

in vitro 

ウイルスDNA増幅試験 SV40 形質転換チャイニーズハムス
ター細胞 

－  ND Pool et al., 1989 

姉妹染色分体交換試験 DBAマウス雄 (骨髄、肺胞マクロフ
ァージ、肝臓) 

－ Cheng & Kligerman, 1984 

伴性劣性致死試験 ショウジョウバエ 
純度 99.8% 
60-600μg/mL 

－ Hazleton Labs., 1989e 

in vivo 

優性致死試験 ICRマウス雄 
強制経口投与 
100、275、550 mg/kg 

－ Hazleton Labs., 1989a,b 

o-、m-及び p-クレゾール  (1:1:1) 混合物  
ネズミチフス菌 TA98、TA100、
TA1535、TA1537、TA1538 
プレート法 

－    － Litton Bionetics, 1980 復帰突然変異試験 
 

ネズミチフス菌 TA97、TA98、
TA100、TA1535 
プレート法 
ラット及びハムスターS9 
(クレゾールの混合比不明) 

   － Zeiger et al., 1992 

前進突然変異試験 マウスリンフォーマ L5178Y(TK＋
/-)細胞 

±     ＋ Litton Bionetics, 1980 

不定期 DNA合成試験 ラット培養肝細胞 ＋   ND Litton Bionetics, 1980 
姉妹染色分体交換試験 CHO細胞 ＋      ＋  Litton Bionetics, 1980 

in vitro 
 

細胞形質転換試験 マウス BALB/c 3T3 
ラット肝細胞による代謝活性化 

＋   ND Litton Bionetics, 1980 

in vivo 染色体異常試験 ショウジョウバエ 
(クレゾールの混合比不明) 

－ Hadorn et al., 1949 
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結果 1, 2) 
試験方法 使用細胞種・動物種 

－S9 ＋S9 
文献 

m-及び p-クレゾール  (60:40) 混合物  
in vitro 復帰突然変異試験 ネズミチフス菌 

プレート法 
－    － U.S. NTP, 1992 

in vivo 小核試験 B6C3F1マウス (末梢血) 
経口(混餌)投与、13週間 
0.1-1.0% 

－ U.S. NTP, 1992 

1) ＋: 陽性、－: 陰性、(＋): 弱い陽性、±：判定不能、ND: データなし 
2) CHO細胞：チャイニーズハムスター卵巣細胞 

 

 

表 8-8 クレゾールの遺伝毒性試験結果 (まとめ) 
物質 試験系 DNA損傷性 突然変異性 染色体異常 

バクテリア ND － ND 
カビ/酵母/植物 ND ND ND 
昆虫 ND － ND 
培養細胞 ＋ － ＋ 

o-クレゾール 

哺乳動物 ( in vivo) － ND － 
バクテリア ND － ND 
カビ/酵母/植物 ND ND ND 
昆虫 ND ND ND 
培養細胞 (＋) － － 

m-クレゾール 

哺乳動物 ( in vivo) － ND － 
バクテリア ND － ND 
カビ/酵母/植物 ND ND ND 
昆虫 ND － ND 
培養細胞 (＋) － ＋ 

p-クレゾール 

哺乳動物 ( in vivo) － ND － 
バクテリア ND － ND 
カビ/酵母/植物 ND ND ND 
昆虫 ND ND － 
培養細胞 ＋ ＋ ND 

o-、m-及びp- 
クレゾール 

(1:1:1) 混合物 

哺乳動物 ( in vivo) ND ND ND 
＋: 陽性、－: 陰性、(＋): 弱い陽性、ND: データなし 

 

 

8.3.7 発がん性 

o-、m-、p- (異性体) クレゾールの実験動物に対する発がんプロモーション試験結果を表 8-9

に示す。 

クレゾールの発がん性を評価することができる適切な試験データはないが、唯一、実験動物

における o-、m-、p- (異性体) のプロモーション作用を検討した試験報告がある。 

マウス (系統、性、週齢不明) にイニシエーターとして 9,10-ジメチル-1,2-ベンズアントラセ

ンを単回経皮投与後、o-、m-、p-クレゾールの各 20%溶液を 2回/週の頻度で 12週間適用した

試験で、それぞれに 1匹あたりの平均皮膚乳頭腫数及び 1群あたりの担乳頭腫瘍動物数が増加

し (Boutwell and Bosch, 1959)、クレゾールの各異性体にはプロモーション作用があると考えら

れている (IPCS, 1995)。 
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クレゾールの国際機関等での発がん性評価を表 8-10に示す。 

o-、m-、p-クレゾールについては、U.S.EPAでヒトに発がん性があるかもしれない物質 (グル

ープ C) に分類しているが、IARCなど他の機関では発がん性について評価していない。なお、

国際機関等ではクレゾール混合物の発がん性を評価していない (ACGIH, 2003; IARC, 2003; U.S. 

EPA, 2003; U.S. NTP, 2002; 日本産業衛生学会, 2003)。 

 

表 8-9 クレゾールの発がんプロモーション試験結果 

o-、m-、p-クレゾール  

動物種等 
試験法 
投与方法 

投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
27-29匹/群 

経皮投与 12週間 
2回/週 

o-、m-、 p-クレ
ゾール 
それぞれ20%ベ
ンゼン溶液 
 

1匹あたりの平均皮膚乳頭腫数及び1群あた
りの担乳頭腫瘍動物数が増加した。 Boutwell 

& Bosch, 
1959 

 

 

 

 

表 8-10 国際機関等でのクレゾールの発がん性評価 

o-、m-、p-クレゾール  
機 関／出 典 分 類 分 類 基 準 

IARC (2003) － 発がん性について評価されていない。 

ACGIH (2003) － 発がん性について評価されていない。 

日本産業衛生学会 (2003) － 発がん性について評価されていない。 
U.S. EPA (2003) グループ C ヒト発がん性があるかもしれない物質 
U.S. NTP (2002) － 発がん性について評価されていない。 

 

 

8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

クレゾールは呼吸器、消化管及び皮膚から吸収される。消化管及び皮膚からの吸収は速く、

吸収されたクレゾールは、主要な器官すべてに分布する。クレゾールの代謝については、その

主な代謝経路はグルクロン酸及び硫酸抱合であり、その他、ベンゼン環の水酸化、側鎖の酸化

経路も存在する。クレゾールの主な排泄経路は尿で、抱合体として排泄される。 

ヒトにおけるクレゾールの主な標的器官は、中枢神経系、血液、腎臓である。肺、心臓、肝

臓への影響もみられる。中枢神経系への影響として意識障害、血液系への影響としてメトヘモ

グロビン血症、ハインツ小体形成、溶血性貧血、腎臓への影響としてヘモグロビン尿症、尿細

管の壊死がみられている。また、クレゾールは強い刺激性を有し、皮膚暴露で化学火傷を引き

起こす。 

クレゾールの経口投与による急性毒性試験の LD50は、ラットで o-、m-、p-クレゾールでそれ

ぞれ 121、242、207 mg/kg (未希釈)である。毒性症状としては、o-、m-及び p-クレゾールのマウ

ス及びラットへの経口投与で、自発運動低下、流涎、協調運動失調、筋収縮、振戦、けいれん、
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呼吸困難、衰弱、嗜眠、昏睡、死亡がみられている。吸入暴露では、粘膜の刺激、興奮、筋収

縮、間代性けいれん、皮膚や角膜の障害がみられている。 

クレゾール (o-、m-、p-クレゾール及びクレゾール混合物) はいずれの異性体でもウサギの皮

膚と眼に対して強い刺激性を示す。 

モルモットの背部皮膚に o-クレゾールを適用した皮膚感作性試験 (マキシマイゼーション試

験) で強い感作性がみられているが、m-、p-クレゾール及びクレゾール混合物の感作性に関す

る報告はない。 

クレゾール類の反復投与毒性試験の結果は、各異性体ともに差異はなく、その主な所見とし

ては、体重増加抑制、肝臓、腎臓等の臓器重量の変化、さらに刺激性に起因すると考えられる

呼吸器官及び消化器官に病理組織学的な変化がみられている。また、短期投与においては、o-

クレゾールの吸入暴露試験で、体重増加の抑制、肺の出血及び心筋、肝臓、腎臓、中枢神経系 

(神経細胞、グリア細胞) の変性もみられている。これらの試験結果から、NOAEL は、ほぼ同

じ試験条件下で各異性体について行われた 13 週間経口反復投与毒性試験 (MBA, 1988a,b,c) で

の振戦、昏睡、体重の増加抑制、嗜眠、けいれんを指標とした 50 mg/kg/日と判断する。なお、

吸入暴露での試験報告は o-クレゾールでの 2 報告のみで、1 用量のみの試験で NOAEL は得ら

れず、信頼性は低い。 

クレゾールの生殖・発生毒性については、生殖に関する影響はマウスの高用量群で産児数及

び出生児体重の減少がみられているのみで、その他の生殖パラメータについての影響はみられ

ていない。発生毒性は親動物に一般毒性がみられる用量で一部の児動物に側脳室の拡張、胸骨

骨化遅延等がみられている。また、ラットを用い、m--クレゾールを交配 10週間前から、交配

期、妊娠期、授乳期、F1動物には離乳後 11週間と交配期、妊娠期、授乳期に投与した試験で、

F1世代の 30 mg/kg/日に体重増加抑制がみられているが、親動物より低い用量であることから、

生殖・発生毒性を指標とした LOAELは 30 mg/kg/日と本評価書では判断した。 

遺伝毒性については、o-、m-及び p-クレゾールは、一部の in vitro 試験において DNA損傷あ

るいは染色体異常などで遺伝毒性を示しているが､ in vivo試験では全て陰性であり、各クレゾ

ール異性体がヒトやほ乳動物に遺伝毒性を示す可能性は低いと考えられる。 

クレゾール類の発がん性を評価することができる適切な試験データはない。o-、m-、p-クレ

ゾールについては、U.S.EPAでヒトに発がん性があるかもしれない物質 (グループC) に分類し

ているが、IARCなど他の機関では発がん性について評価していない。なお、国際機関等ではク

レゾール混合物の発がん性を評価していない。 

 

 

9．リスク評価 

本評価書では、無影響濃度及び無毒性量は、異性体及び混合物の中で最も強い有害性を示す

データ (7.,8.参照) を、推定環境濃度及び推定摂取量は、各異性体濃度の合計 (6.参照) を用い

てクレゾールのリスク評価を行う。 

 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻
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類、甲殻類、魚類) で代表させる。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推定環

境濃度 (EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試験結

果の不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度  

本評価書では、適切と判断できる測定結果にもとづいて、クレゾールの EECとして各異性体

の推定環境濃度の合計である 0.045μg/Lを採用した (6.3参照)。 

 

9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いるクレゾールの水生生物に対する無影響濃度等を表 9-1に示した。3つの栄

養段階を代表する生物種 (藻類、甲殻類、魚類) のうち、甲殻類については長期毒性値 (環境

庁, 1998c)、藻類及び魚類については急性毒性値 (Kuhn and Pattard, 1990; Holland et al., 1960) を

用いた (7.参照)。 

これらの結果から、クレゾールの環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる無影響濃度

として、最も低濃度から影響のみられた甲殻類であるオオミジンコに対する繁殖を指標とした

21日間 NOECの 0.52 mg/L (環境庁, 1998c) を採用した。 

 

 

表 9-1 クレゾールの水生生物に対する無影響濃度等 
生物レベル 生物種 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

藻類 
Scenedesmus 
subspicatus  (ｾﾈﾃﾞｽﾑ
ｽ) 

48時間 EC10 
生長速度 

4.6 
(p-ｸﾚｿﾞｰﾙ) 

Kuhn &  
Pattard, 1990 

甲殻類  
Daphnia magna 
(ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

21日間 NOEC 
繁殖  

0.52 
(p-ｸﾚｿﾞｰﾙ) 

環境庁 , 1998c 

魚類 
Oncorhynchus 
kisutch 

(ｷﾞﾝｻﾞｹ) 

72時間 NOEC 
致死 

1.65 
(ｸﾚｿﾞｰﾙ) 

Holland et al., 
1960 

1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

9.1.3 暴露マージンの算出 

クレゾールの環境中の水生生物に対する MOEを、甲殻類の繁殖を指標とした 21日間NOEC

の 0.52 mg/Lを用いて、以下のように算出した。 

 

MOE ＝ NOEC / EEC 

＝ 520 (μg/L) / 0.045 (μg/L) 

＝ 12,000 

不確実係数 : 室内試験の結果から野外での影響を推定するための不確実係数 (10) 

1つの栄養段階から 3つの栄養段階を推定するための不確実係数 (10) 

不確実係数積: 100 
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9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果  

算出された MOEは 12,000 であり、不確実係数積 100より大きく、現時点でクレゾールは、

環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

ヒト健康に対するリスク評価は、原則として我が国の住民を対象とする。クレゾールのヒト

における定量的な健康影響データは得られていないため、ヒト健康に対するリスク評価には動

物試験データを用いることとする  (8.参照)。リスク評価は、実験動物に対する無毒性量等  

(NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値である暴露マージン MOEと、評価に用いた毒性試

験結果の不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.2.1 ヒトの推定摂取量  

クレゾールは、主に大気、飲料水及び食物 (魚類) を通じてヒトに摂取されると推定され、

それぞれの経路からの 1日推定摂取量を表 9-2のように整理した (6.5参照)。 

吸入、経口及び全経路の成人の体重 1 kg あたりの 1 日推定摂取量 0.22、0.012、0.23μg/kg/

日をヒト健康に対するリスク評価に用いた。 

 

表 9-2 クレゾールの1日推定摂取量 

摂取経路 
1日推定摂取量 

(μg/人/日) 

体重 1 kgあたり 1 日 
推定摂取量 
(μg/kg/日) 

吸入 大気 (呼吸) 11 0.22 
飲料水 0.44 
食物 (魚類) 0.14 経口 
小計 0.58 

0.012 

全経路 合計 12 0.23 

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量  

クレゾールの反復投与毒性に関しては、その結果に各異性体とも差異はなく、主な所見とし

て肝臓、腎臓に影響がみられる他、刺激性に起因して呼吸器官、消化器官に影響がみられる。 

吸入経路では、調査した範囲で影響を適切に評価できる試験結果は得られなかった。 

経口経路では、各異性体で行われたラットの13週間経口投与試験の振戦、昏睡、体重増加抑

制、嗜眠、痙攣を指標としたNOAEL 50 mg/kg/日 (MBA 1988a,b,c) を採用した。 

クレゾールの生殖・発生毒性について、ラットを用いた m-クレゾールを経口投与した試験 

(BRRC, 1988a,b,1989c) で、F1世代で体重増加抑制がみられた 30 mg/kg/日を LOAELとした。 

遺伝毒性については、o-、m-及びp-クレゾールは、一部のin vitro試験においてDNA損傷ある

いは染色体異常などで遺伝毒性を示しているが､ in vivo試験では全て陰性であり、各クレゾー

ル異性体がヒトやほ乳動物に遺伝毒性を示す可能性は低いと考えられる。 

o-、m-、p-クレゾールについては、U.S.EPAでヒトに発がん性があるかもしれない物質 (グル
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ープC) に分類しているが、IARCなど他の機関では発がん性について評価していない。国際機

関等ではクレゾール混合物の発がん性を評価していない。 

 

なお、IPCSは経口投与の同試験結果をNOAELとしており (IPCS, 1995)、US.EPAはラットの

90日間経口投与試験より50 mg/kg/日 をNOAELとしている (U.S.EPA, 2003)。 

生殖発生毒性において、環境省はラットの二世代への経口投与試験より30 mg/kg/日をNOAEL

としている (環境省, 2003)。また、ATSDRはラットの妊娠6-18日における経口投与試験より5 

mg/kg/日をNOAELとしている (ATSDR, 1992)。OECDではラットの10週間経口投与試験より30 

mg/kg/日をNOAELとしている (OECD, 2003)。 

 

9.2.3 暴露マージンの算出 

クレゾールは、ヒトに対して主に吸入経路からの摂取が推定されるが、吸入経路について適

切に評価できる試験報告が得られなかったため、ここでは経口経路あるいは両経路の合計摂取

量から MOE を算出した (表 9-3)。また、生殖・発生毒性に関する MOEを算出した。 

 

a. 反復投与毒性に対する経口経路での暴露マージン  

ラットの 13 週間経口 (強制経口) 投与試験の NOAEL 50 mg/kg/日を用いて、以下のように算

出した。 

MOE＝ NOAEL / ヒト体重 1 kgあたりの 1日推定経口摂取量 

＝ 50,000 (μg/kg/日) / 0.012 (μg/kg/日) 

＝ 4,200,000 

不確実係数：動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

試験期間についての不確実係数 (5) 

不確実係数積：500 

 

b. 反復投与毒性に対する 1日合計推定摂取量での暴露マージン  

経口経路での NOAEL 50 mg/kg/日を用いて、以下のように算出した。 

MOE＝ NOAEL / ヒト体重 1 kgあたりの 1日合計推定摂取量  

＝ 50,000 (μg/kg/日) / 0.23 (μg/kg/日) 

＝ 220,000  

        この場合、不確実係数積は、経口経路での 500とした。 

 

c. 生殖・発生毒性に対する暴露マージン 

経口経路での LOAEL 30 mg/kg/日を用いて、以下のように算出した。 

MOE＝ LOAELの換算値 / ヒト体重 1 kgあたりの 1日合計推定摂取量  

＝ 30,000 (μg/kg/日) / 0.23 (μg/kg/日) 

＝ 130,000 
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不確実係数：動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

LOAEL を用いたことによる不確実係数 (10) 

不確実係数積：1,000 

 

 

表 9-3 クレゾールの暴露マージンと不確実係数積 
毒性 

摂取経路 
体重 1 kg あたりの

1 日推定摂取量 
(μg/kg/日) 

NOAEL 
(mg/kg/日) 

MOE 不確実係数積

吸入 0.22 －1) －1) －1) 
経口 0.012 50 4,200,000 5002) 

一般毒性 

全経路 (合計) 0.23 50 220,000 5002) 
生殖・発生毒性 全経路 (合計) 0.23 303) 130,000 1,0004) 

1) 吸入暴露の NOAEL が得られなかったため、計算していない。 
2) 種差 (10)×個人差 (10)×試験期間 (5) 
3) LOAEL 
4) 種差 (10)×個人差 (10)×LOAEL の使用 (10) 
 

 

 

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

表 9-3に示したように、クレゾールの経口及び全経路の MOE 4,200,000、220,000 はいずれも

ヒト健康に対する評価に用いた毒性試験結果の不確実係数積 500 より大きい。また、生殖・発

生毒性 (経口) についても、MOE 130,000 は、不確実係数積 1,000 より大きい。これらの結果か

ら、現時点ではヒト健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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